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濃度上限値とは、埋設事業の許可申請を行うことができる放射性廃棄物に含まれる放射性核

種濃度の最大値である。再処理施設、MOX 燃料施設等から発生する TRU 核種を含む放射性廃

棄物（「TRU 廃棄物」）及びウラン廃棄物に対する処分方法については、原子力委員会による処

分方策の検討に関する報告書において、放射性核種の種類と放射能濃度に応じた 3 種類の埋設

処分方法（トレンチ処分、ピット処分、余裕深度処分）が報告されており、当該廃棄物の将来

の処分を見据え、それらの廃棄物に対する埋設処分方式別の濃度上限値の整備が必要である。 
本報告では、TRU 廃棄物及びウラン廃棄物を対象に、3 種類の処分方法のうち、一般的であ

ると考えられる地下利用に対して十分余裕を持った深度への処分「余裕深度処分」に対する濃

度上限値算出の考え方及び評価手法（シナリオ、モデル/コード、パラメータ）について整理す

るとともに、整備した評価手法を用いて評価対象核種に対する濃度上限値の算出結果を提示し

た。また、本研究の TRU 廃棄物に対する余裕深度処分の濃度上限値の算出結果は、原子力安

全委員会の低レベル放射性固体廃棄物の埋設処分に係る放射能濃度上限値に関する報告書

（2007 年）に反映された。 
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Spent nuclear fuel reprocessing and MOX fuel manufacturing generate radioactive wastes rich in 
transuranic nuclides (transuranium waste). Uranium enrichment and fuel manufacturing generate 
radioactive wastes composed mainly of uranium isotopes and their daughter nuclides (uranium waste). 
The Atomic Energy Commission of Japan states that the transuranium waste and uranium waste are to be 
disposed of by either near surface disposal without artificial barrier (trench disposal), near surface 
disposal with artificial barrier (concrete vault disposal), or intermediate depth disposal, depending on the 
radionuclides and their radioactivity concentrations in the wastes. The ranges of radioactivity 
concentration for these different disposal concepts are, therefore, required to be determined for the 
regulation. The radioactivity concentration limits define the upper bound of radioactivity concentrations 
for licensing application of the disposal of radioactive waste.  

This document summaries the concept and method (scenario selection, model/code description and 
parameter selection) for estimation of the radioactivity concentration limits for intermediate depth 
disposal of transuranium and uranium wastes, and provides the derived values of the radioactivity 
concentration limit for each radionuclide in the wastes.  The values for the transuranium waste have 
been published in a Nuclear Safety Commission of Japan report. 
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１．はじめに 
 
原子力安全委員会「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基準値（第 3

次中間報告）」報告書(1)によると、「濃度上限値」とは、管理型処分による廃棄物埋設事業の許

可申請が可能な低レベル放射性廃棄物の範囲を明確化することを意図して定められたものであ

り、廃棄物埋設事業の許可申請を行うことができる当該廃棄物に含まれる放射性核種濃度の最

大値のことである。ただし、埋設事業の許可申請に記載された放射性廃棄物に含まれる核種濃

度がその最大値（濃度上限値）を全て下回る場合であっても、直ちに埋設事業の許可がされる

ものではなく、事業許可の際の安全審査によって、個々の埋設処分場ごとの安全性が見極めら

れ、その可否が判断されることとなる。 
これまでに、原子炉施設の運転及び解体に伴い発生する放射性廃棄物（以下、「原子炉廃棄物」

と記す）を対象に、発生する廃棄物の性状、及び 3 種類の埋設処分方式別に濃度上限値が導出

されている(1), (2), (3)。3 種類の埋設処分方式とは、①人工構築物を設置しない廃棄物埋設施設に

浅地中処分する方法の「トレンチ処分」、②浅地中にコンクリートピットなどの人工構築物を設

置して埋設する方法の「ピット処分」、及び③一般的であると考えられる地下利用に対して十分

余裕を持った深度（例えば、50～100m 程度）や放射性核種の移行抑制機能の高い地中へ人工

構築物を設置した埋設施設への処分の「余裕深度処分」である。再処理施設、MOX 燃料施設

等から発生する TRU 核種を含む放射性廃棄物（以下、「TRU 廃棄物」と記す）及びウラン廃棄

物に対する処分方法についても、原子力委員会による処分方策の検討に関する報告書において、

放射性核種の種類と放射能濃度に応じた前述の 3 種類の埋設処分方法が報告されているが(4), (5)、

それら当該廃棄物に対する濃度上限値は基準値として定められていない状況である。 
独立行政法人日本原子力研究開発機構安全研究センターでは、長寿命核種を有意に含んでい

る TRU 廃棄物及びウラン廃棄物の処分に備え、トレンチ処分やピット処分などの各埋設処分

方式に処分可能な当該廃棄物の範囲を明確化するための濃度上限値（濃度区分値）検討の必要

性を認識し、経済産業省原子力安全・保安院からの受託研究「放射性廃棄物処分の長期的評価

手法の調査」において、当該廃棄物の特徴を踏まえた濃度上限値算出のための評価用データや

評価コードの整備を進め、各濃度上限値の評価を実施してきた。 
本報告書では、TRU 廃棄物及びウラン廃棄物を対象に、3 種類の処分方法のうち「余裕深度

処分」に対する濃度上限値算出の考え方及び評価手法（シナリオ、モデル/コード、パラメータ）

について述べるとともに、整備した評価手法を用いた廃棄体中の基準線量（10μSv/y）に相当

する評価対象の核種濃度（以下、「基準線量相当濃度」）の算出結果を示す。原子炉廃棄物を対

象とした既往の政令濃度上限値は基準線量相当濃度を基に決められており、原子炉廃棄物に対

して、原子力安全委員会では基準線量相当濃度の 10 倍の値を濃度上限値として導出している(1), 

(2), (3)。 

 なお、再処理事業計画等の核燃料サイクル事業計画の進展に伴い、それらの事業から発生す

る核燃料サイクル廃棄物（TRU 廃棄物と同義）を対象とした埋設事業が計画されていることか

ら、原子力安全委員会「低レベル放射性固体廃棄物の埋設処分に係る放射能濃度上限値につい

て」（平成 19 年 5 月 21 日）(6)において原子炉廃棄物だけでなく、TRU 廃棄物を含めた共通的に
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適用しうる処分方式ごとの濃度上限値を報告している（原子力安全委員会の同報告書では、

「TRU 廃棄物」のことを「サイクル廃棄物」と呼んでいる）。本研究の TRU 廃棄物に対する余

裕深度処分の濃度上限値の算出結果は、原子力安全委員会の濃度上限値に関する最新報告書(6)

に反映され、本報告書はその濃度上限値の導出に至る評価手法及び算出結果の詳細について取

りまとめたものである。 
 

２．余裕深度処分に対する濃度上限値算出の基本的考え方及び評価手法 
 
2.1 濃度上限値算出の基本的考え方 

 
TRU 廃棄物及びウラン廃棄物の余裕深度処分を対象とした濃度上限値の算出においては、当

該廃棄物の特徴を踏まえつつ、原子力安全委員会「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安

全規制に関する基準値（第 3 次中間報告）」(1)の報告書の中で示されている余裕深度処分評価（以

下、「現行の余裕深度処分評価」）の基本的考え方及び処分概念を基本とした。 
放射性廃棄物処分では、人工バリアと天然バリアの性能が相俟って最終的な性能目標を達成

するものであり、両者がバリア性能を補完しあって全体の性能を確保すれば良い。濃度上限値

評価において、人工バリアの具体的な仕様や天然バリアである地質媒体の条件を特定すること

は処分場の立地・設計の自由度を制限することであり、必ずしも好ましいことではない。 
そこで、本解析では、天然バリアの分配係数や放出係数など処分場の立地・設計に関するパ

ラメータについては、原子炉廃棄物を対象とした現行の余裕深度処分評価と整合を取ることと

し、その評価における既往値を採用することとした。また、半減期、線量換算係数、農畜産物

への移行係数などは最新の知見に基づいた値を採用することとした。 
 

2.2 評価対象核種の設定 

 
TRU 廃棄物における評価対象核種は、原子力安全委員会「低レベル放射性固体廃棄物の埋設

処分に係る放射能濃度上限値について」（平成 19 年 5 月 21 日）(6)に記載されている 66 核種で

ある。これら核種は、第 3 次中間報告書(1)における余裕深度処分及び非固形化金属のトレンチ

処分評価における核種選定の方法に準拠し、半減期１ヶ月以上の放射性核種である。なお、原

子炉廃棄物を対象とした一連の政令の濃度上限値が示されている放射性核種は全て 66 核種に

含まれている。また、ウラン廃棄物の評価対象核種は、U-234、U-235、U-238 の 3 核種である

が、これらの核種も上記 66 核種に含まれている。当該廃棄物の余裕深度処分に対する濃度上限

値評価における対象核種の一覧を Table2-1 に示す。 
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Table2-1 余裕深度処分濃度上限値評価における対象核種一覧 
No. 核種 半減期（year） No. 核種 半減期（year） No. 核種 半減期（year）
1 H-3 1.2E+01 23 Sn-121m 5.5E+01 45 Th-232 1.4E+10
2 Be-10 1.6E+06 24 Sn-126 1.0E+05 46 Pa-231 3.3E+04
3 C-14 5.7E+03 25 Sb-125 2.8E+00 47 U-232 6.9E+01
4 Cl-36 3.0E+05 26 Te-125m 1.6E-01 48 U-233 1.6E+05

5 Ca-41 1.0E+05 27 I-129 1.6E+07 49 U-234 2.5E+05
6 Mn-54 8.6E-01 28 Cs-134 2.1E+00 50 U-235 7.0E+08
7 Fe-55 2.7E+00 29 Cs-135 2.3E+06 51 U-236 2.3E+07
8 Fe-59 1.2E-01 30 Cs-137 3.0E+01 52 U-238 4.5E+09
9 Co-58 1.9E-01 31 Ce-144 7.8E-01 53 Np-237 2.1E+06
10 Co-60 5.3E+00 32 Sm-151 9.0E+01 54 Pu-238 8.8E+01
11 Ni-59 7.6E+04 33 Eu-152 1.4E+01 55 Pu-239 2.4E+04
12 Ni-63 1.0E+02 34 Eu-154 8.6E+00 56 Pu-240 6.6E+03

13 Se-79 3.0E+05 35 Eu-155 4.8E+00 57 Pu-241 1.4E+01
14 Sr-90 2.9E+01 36 Ho-166m 1.2E+03 58 Pu-242 3.7E+05
15 Zr-93 1.5E+06 37 Pb-210 2.2E+01 59 Am-241 4.3E+02
16 Nb-93m 1.4E+01 38 Po-210 3.8E-01 60 Am-242m 1.4E+02
17 Nb-94 2.0E+04 39 Ra-226 1.6E+03 61 Am-243 7.4E+03
18 Mo-93 4.0E+03 40 Ra-228 5.8E+00 62 Cm-242 4.5E-01
19 Tc-99 2.1E+05 41 Ac-227 2.2E+01 63 Cm-243 2.9E+01
20 Ru-106 1.0E+00 42 Th-228 1.9E+00 64 Cm-244 1.8E+01
21 Pd-107 6.5E+06 43 Th-229 7.3E+03 65 Cm-245 8.5E+03

22 Ag-108m 4.2E+02 44 Th-230 7.5E+04 66 Cm-246 4.7E+03  
（Richard B. Firestone，”Table of Isotopes Eighth Edition”, (1996)(7)より設定。ただし、Se-79 については ENSDF, Nuclear 

Data Sheets 96, 1, (2002)(8)を参照） 

 

これらの評価対象核種のうち、No.37～66 までの 30 核種は、Fig.2-1 及び Fig.2-2 に示す 4n 系

列から 4n+3 系列に属する核種である。これらの核種については、崩壊連鎖によって生成及び

累積する子孫核種の影響を考慮する。また、核種移行評価の対象とする子孫核種は、生物圏で

の核種移行等の影響を考慮し、半減期が 10 日（2.7×10-2年）以上の Table2-2 に示す核種とする。

また、半減期が 10 日に満たない核種については、その親核種と放射平衡状態にあると仮定し、

評価時に線量換算係数を足しあわせることにより、親核種に含めて評価する。また、No.1～36
までの核種についても、子孫核種の生成があれば、その親核種と放射平衡状態にあると仮定し、

評価時に線量換算係数を足しあわせた評価としている。なお、Se-79 の半減期については、最

新の評価済み核構造・崩壊データファイル ENSDF(2002)(8)のデータシートに記載されている値、

2.95E+5y を設定した。 
 
2.3 評価シナリオ及び経路 
 
余裕深度処分評価における処分概念は、原子力安全委員会による現行の余裕深度処分の濃度

上限値評価において検討されている処分概念を基本的に踏襲した（Fig.2-3 参照）。現行の余裕

深度処分評価では、一般的であると考えられる地下利用に十分余裕を持った深度（例えば、地

表から 50～100ｍ程度）において、放射性核種の移行抑制機能の高い地中への処分が考えられ

ており、浅地中処分の処分概念であるトレンチ処分やピット処分の評価で検討された「建設シ
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ナリオ」や「居住シナリオ」等のシナリオによって人間が廃棄物に接近することは一般的に想

定し難い。しかしながら、埋設された廃棄物に含まれる放射性核種は、徐々に地下水に移行し、

河川に流入することが想定される。 
したがって、現行の余裕深度処分の濃度上限値評価では、廃棄物中に含まれる放射性核種の

地下水への移行によって生じる一般的と考えられる事象について、適切な地下水移行経路を設

定し、濃度上限値を算出するためのシナリオ（地下水移行シナリオ）として選定している。ま

た、余裕深度処分における操業中シナリオについては、廃棄体の埋設施設への定置作業が 50～
100ｍ程度の地下で行われるため、廃棄体からの一般公衆へのスカイシャインによる被ばくは無

視できるほど低いとし、現行の余裕深度処分評価では評価シナリオとして選定していない。 
 

Table2-2 ウラン・TRU 廃棄物の濃度上限値評価において考慮する系列核種 

Cm-244 1.8E+01 -

Pu-240 6.6E+03 -

U-236 2.3E+07 -

Th-232 1.4E+10 -

Ra-228 5.8E+00 Ac-228,Fr-224

U-232 6.9E+01 -

Th-228 1.9E+00 Ra-224,Rn-220,Po-216,Pb-212,Bi-212,Po-212,Tl-208

Cm-245 8.5E+03 -

Pu-241 1.4E+01 U-237

Am-241 4.3E+02 -

Np-237 2.1E+06 -

Pa-233 7.4E-02 -

U-233 1.6E+05 -

Th-229 7.3E+03 -

Ra-225 4.1E-02 -

Ac-225 2.7E-02 Fr-221,At-217,Rn-217,Bi-213,Po-213,Tl-209,Pb-209

Cm-246 4.7E+03 -

Am-242m 1.4E+02 Am-242,Np-238

Cm-242 1.6E+02 -

Pu-242 3.7E+05 -

Pu-238 8.8E+01 -

U-238 4.5E+09 -

Th-234 6.6E-02 Pa-234m,Pa-234

U-234 2.5E+05 -

Th-230 7.5E+04 -

Ra-226 1.6E+03 Rn-222,Po-218,At-218,Rn-218,Pb-214,Bi-214,Po-214,Tl-210

Pb-210 2.2E+01 Bi-210,Hg-206,Tl-206

Po-210 3.8E-01 -

Cm-243 2.9E+01 -

Am-243 7.4E+03 Np-239

Pu-239 2.4E+04 -

U-235 7.0E+08 Th-231

Pa-231 3.3E+04 -

Ac-227 2.2E+01 Fr-223,At-219

Th-227 5.1E-02 -

Ra-223 3.1E-02 Rn-219,Po-215,Pb-211,Bi-211,Po-211,Tl-207

(半減期の参考文献　Richard B.Firestone,"Table of Isotopes Eighth Edition",1996)

半減期
(year)

放射平衡を仮定した短寿命子孫核種

4N+3系列

4N系列

4N+1系列

4N+2系列

核種
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Fig.2-1 濃度上限値評価における対象核種と崩壊系列（4n 系列、4n+1 系列） 
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Fig.2-2 濃度上限値評価における対象核種と崩壊系列（4n+2 系列、4n+3 系列） 
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本評価においても、「地下水移行シナリオ」を「一般的事象を想定したシナリオ」（発生頻度

が高く、一般公衆が被ばくを受ける可能性の懸念されるシナリオ）とし、評価シナリオとして

選定した。また、処分場跡地における「建設シナリオ」や「居住シナリオ」等の人間接近シナ

リオは一般的とは想定し難いとして濃度上限値評価のためのシナリオとして選定しない。また、

操業中シナリオについても、現行の余裕深度処分評価に倣い評価対象としない。 
本評価の被ばく経路は、現行の余裕深度処分評価で選定されている 14 の被ばく経路を選定し

た。本評価において選定した被ばくシナリオの一覧を Table2-3 に示す。また「地下水移行シナ

リオ」は、河川水の利用に伴う評価経路「河川水利用経路」と河川岸における人間活動に伴う

3 つの評価経路（「河川岸建設作業経路」、「河川岸居住経路」、「河川岸農耕経路」）から構成さ

れるものとし、以上 4 つの評価経路では Table2-3 に示すような被ばく経路の重畳を考慮する。

また、これら 4つの評価経路の概念図を Fig.2-4 に示す。 

 

 

 

Fig.2-3 余裕深度処分概念図 
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Table2-3 余裕深度処分の評価シナリオ及び評価経路 

評価シナリオ 評価経路 線量評価対象者 被ばく形態 経路番号

飲料水利用 飲料水利用者 飲料水摂取・内部 1

土壌直接線・外部 2

塵埃吸入・内部 3

農作物消費者 農作物摂取・内部 4

飼育水利用 畜産物消費者 畜産物摂取・内部 5

河川産物消費 河川産物消費者 河川産物摂取・内部 6

土壌直接線・外部 7

塵埃吸入・内部 8

土壌直接線・外部 9

塵埃吸入・内部 10

土壌直接線・外部 11

塵埃吸入・内部 12

農作物消費 農作物消費者 農作物摂取・内部 13

畜産物消費 畜産物消費者 畜産物摂取・内部 14

地下水移行
シナリオ

利用形態

河川水

農耕作業者

河川岸居住
経路

農耕作業者

建設作業者

居住者

河川岸農耕
経路

河川水利用
経路

河川岸建設
作業経路

農耕作業

河川岸

灌漑水利用

建設作業

居住

 
 

埋設施設

領域A 領域B

河川

政令評価設定値の1/10の地下水流速
が期待できる領域

河川へ
の流入

政令評価と同様の地下水流
速が設定されている領域

・地下水流速：0.001m/d
・移行距離　：200m

・地下水流速：0.01m/d

・移行距離　：300m

地下水移行シナリオ

河川水利用経路

○河川水の利用に伴う被ばく
　①河川水飲用の内部被ばく　　　　　 ②農作物（灌漑）摂取の内部被ばく
　③畜産物（飼料）摂取の内部被ばく　④河川産物摂取の内部被ばく
　⑤農耕作業による外部被ばく　　　　 ⑥汚染粉塵吸入内部被ばく

\ \ \

河川
γ線

果実、葉菜、
非葉菜、米

畜産物摂取

塵埃

\ \  \

河川
γ線

畜産物摂取

塵埃

河川岸農耕経路

○河川岸での農耕作業、農畜産物の摂取による被ばく
   ①農耕作業による外部被ばく　　 ②汚染粉塵吸入内部被ばく
   ③農産物摂取による内部被ばく　④畜産物摂取による内部被ばく

河川岸建設作業経路

○河川岸での住居の建設工事に伴う被ばく
   ①基礎掘削工事時の外部被ばく
   ②汚染粉塵吸入内部被ばく

塵埃

塵埃

河川岸居住経路

○河川岸での居住に伴う被ばく
   ①居住による外部被ばく
　 ②汚染粉塵吸入内部被ばく

γ線
牛、豚、鶏、
牛乳

果実、葉菜、
非葉菜、米

牛、豚、鶏、
牛乳

γ線

 

Fig.2-4 余裕深度処分の評価シナリオ及び評価経路の概念図 
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2.4 評価モデル/コードの概要 
 
 余裕深度処分に対する濃度上限値の解析には、低レベル放射性廃棄物処分の濃度上限値評価

コード GSA-GCL2(9)を使用した。GSA-GCL2 コードは、低レベル放射性廃棄物に対する 3 種類

の処分方法（トレンチ処分、ピット処分、余裕深度処分）の濃度上限値評価のために開発した

コードであり、トレンチ処分及びピット処分の跡地利用に関する評価シナリオ（建設シナリオ、

居住シナリオ）と、余裕深度処分を含めた 3 つの処分方法に共通な地下水による核種移行に関

するシナリオに対する解析が可能である。 
 Fig.2-5 は、GSA-GCL2 コードにおいて「余裕深度処分」の濃度上限値算出に使用した各サブ

モデルの関係を模式的に表したものである。まず、ソースタームモデルでは、処分施設をコン

パートメントとして表現し、崩壊系列、移流、収着等を考慮した動的コンパートメントモデル

により処分施設から天然バリアへ漏洩する核種の移行フラックスを計算する。余裕深度処分に

おける天然バリアモデルは、処分施設より漏洩した核種の岩盤内における移行を評価し、生物

圏に流入する核種移行量を評価するモデルである。岩盤内の核種移行は、分配平衡を仮定した

1 次元移流分散モデルにより表される。 
さらに、生物圏モデルは、土壌などの環境媒体中の核種移行を計算するモデル（環境媒体中

の核種移行評価モデル）、ラドンガスの汚染土壌からの散逸量や屋内等のラドン濃度の評価モデ

ル（ラドンガス移行評価モデル）、一般公衆の被ばく線量を算出するモデル（被ばく線量評価モ

デル）の 3 つのサブモデルより構成されている。 
余裕深度処分の濃度上限値評価において使用した GSA-GCL2 コードにおける各評価モデル

の詳細については、Appendix-Ⅰにおいて記載した。 
 

2.5 評価パラメータの設定 
 
本解析における TRU 廃棄物及びウラン廃棄物の濃度上限値評価では、半減期、線量換算係

数、農畜産物への移行係数、人の摂取量などのパラメータについては最新の知見に基づいた値

を採用することとし、現行の政令濃度上限値の評価（62 年中間報告(2)、第 2 次中間報告(3)、第 3
次中間報告(1)）から見直しを行った。また、当該廃棄物を対象にしたことで新たに追加された

評価対象核種についても同様の方法により各パラメータを設定した。以下に、見直し、追加を

行ったパラメータ及びその設定方法を示す。 
 
① 半減期 

・ Table of Isotopes Eighth Edition, (1996)(7)より設定。ただし、Se-79 については ENSDF, 
Nuclear Data Sheets 96, 1, (2002)(8)を参照。 

・ 崩壊連鎖を考慮した核種移行の解析を行い、子孫核種の生成の寄与を考慮。 
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生物圏モデル

処分サイトからの核種漏洩量の計算

地下水からの生物圏への
核種移行量の計算

河川水の
水中核種濃度の計算

ソースタームモデル

天然バリアモデル

環境媒体中の核種移行評価モデル

被ばく線量評価モデル

ラドンガス移行
評価モデル

土壌中核種濃度の計算

ラドン濃度
の算出

(1)河川水利用経路
   ①飲料水摂取による内部被ばく
   ②土壌からの直接γ線による外部被ばく
   ③塵埃吸入による内部被ばく
   ④農作物摂取による内部被ばく
   ⑤畜産物摂取による内部被ばく
   ⑥水産物摂取による内部被ばく
   ⑦ラドンガス吸入による内部被ばく
(2)河川岸利用建設経路、(3)河川岸利用居住経路
   ①土壌からの直接γ線による外部被ばく
   ②塵埃吸入による内部被ばく
   ③ラドンガス吸入による内部被ばく

(4)河川岸利用農耕作業経路
   ①土壌からの直接γ線による外部被ばく
   ②塵埃吸入による内部被ばく
   ③農作物摂取による内部被ばく
   ④畜産物摂取による内部被ばく
   ⑤ラドンガス吸入による内部被ばく

 

 
Fig.2-5 GSA-GCL2 コードにおける余裕深度処分濃度上限値算出のための各評価モデルの関係 

 
② 線量換算係数 

・ 内部被ばく線量換算係数（経口摂取、吸入） 
作業者に対しては ICRP Publ.68(10)、一般公衆に対しては ICRP Publ.72(11)を設定。 

・ 外部被ばく線量換算係数： 
QAD-CGGP2(12)により JAERI-Data/Code 2001-004(13)のγ線及び X 線の放出エネル

ギー及び放出率を直接使用し算出。実効線量 ICRP Publ.74(14)の導入。 
③ 農作物・畜産物への移行係数、河川産物への濃縮係数 

・ Derivation of activity limits for the disposal of radioactive waste in near surface disposal 
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facilities, IAEA-TECDOC-1380 (2003)(15) における選定値を基本にパラメータの見直

しを実施。 
④ 人の摂取量 

・ 河川水の飲用量：IAEA SRS No.19(16) より（0.73→0.6m3/y） 
・ 農作物及び畜産物の摂取量：農作物の種類を、米、葉菜、非葉菜、果実、畜産物の

種類を、牛乳、牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵とし、平成 15 年度の国民健康・栄養調査報

告(17)の各摂取量に対し、汚染された農作物及び畜産物以外の摂取と食習慣の変動を

考慮して 0.1 を乗じた値を設定。 
・ 河川産物の摂取量：平成 15 年度の国民健康・栄養調査報告(17)の魚介類消費量から、

保守的に半分が河川産物（淡水産物）として摂取するとし、汚染された河川産物以

外の摂取と食習慣の変動を考慮して 0.1 を乗じた値を設定。 
・ 呼吸量：ICRP Publ.71(18)による最新の居住者の呼吸量のデータを設定（0.96→0.93m3/h）。 

⑤ 家畜の飼育水及び飼料の摂取量 
・ 家畜の飼育水摂取量：肉牛、乳牛は IAEA SRS No.19(16) より設定し、豚、鶏は

PNL-3209(19)より設定。 
・ 家畜の飼料摂取量：肉牛、乳牛は IAEA SRS No.19(21)より設定し、豚、鶏は IAEA TRS 

No.364(20)より設定。 
 
 なお、余裕深度処分の濃度上限値の計算に使用した評価パラメータの一覧については、

Appendix-Ⅱにおいて示している。 
 

2.6 濃度上限値試算の目安線量 
 
現行の余裕深度処分評価(1)においては、一般的と考えられる事象である地下水移行シナリオ

については、目安線量として規制除外線量である 10μSv/y を設定している。ウラン廃棄物及び

TRU 廃棄物の余裕深度処分の濃度上限値算出に対しても同様に、線量の目安値 10μSv/y を設

定する。 
現行の余裕深度処分評価における濃度上限値の算出手順を Fig.2-6 に示す。本評価においても、

基本的にこの算出手順に従うものとするが、本評価では、従来の決定シナリオの濃度を 10 倍し

て濃度上限値とすることは行わず、目安線量に相当する濃度（以下、「基準線量相当濃度」）と

しての計算結果を示すものとする。 
なお、相対重要度（D/C）による重要核種の選定に必要となる検討対象とする廃棄物の平均

濃度 D に関するデータは、文献(6)より引用した。 
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地下水移行シナリオの4つ評価経路（河川水利用経路、河川岸建設、河川岸居住、河川岸農
耕経路）に対する目安線量10μSv/yに相当する放射性核種の廃棄物中濃度を計算する

　（各評価経路で想定した被ばく経路における被ばく線量の重畳を考慮する）

各評価経路の放射性核種の廃棄物中濃度を比較し、最も小さい濃度を

　　決定経路の濃度とする

　　・相対重要度（D/C）に基づいて重要放射性核種を抽出（上位３桁）

　　　（D：検討対象とする廃棄物の平均濃度、C：決定経路の濃度）

　　・放射性核種の生成過程及び決定経路等から代表とする放射性核種を決定

　廃棄体ごとの放射性核種濃度のばらつきを考慮して、代表とする放射性核種

　の決定経路の濃度を１０倍して、濃度上限値を算出する

 
Fig.2-6 現行の余裕深度処分における政令濃度上限値算出フロー 

 
2.7 評価期間 
 
現行の余裕深度処分の評価は、各評価経路に対する被ばく線量の最大値が現れるまで計算し、

その被ばく線量の最大値から濃度上限値の検討を行っている。評価期間については、当該廃棄

物に対する余裕深度処分の地下水移行シナリオの評価でも、被ばく線量の最大値が現れる時点

までの評価とする。  
 
2.8 解析ケース 
 

TRU 廃棄物及びウラン廃棄物に対する余裕深度処分の濃度上限値評価の解析ケースは、現行

の余裕深度処分評価で検討された同様の解析条件のケースのみの評価とする。 
 また、ウラン廃棄物に関しては、上記の解析ケースで計算した基準線量相当の廃棄体中の

U-234 及び U-238 濃度の条件により余裕深度処分した場合を想定し、ラドンガス吸入による内

部被ばくの線量影響の程度を把握することを目的とした解析についても実施する。 
 

３．余裕深度処分の濃度上限値算出結果 
 

3.1 TRU 核種を含む放射性廃棄物の基準線量相当濃度 
 
TRU 核種を含む放射性廃棄物（TRU 廃棄物）に含まれる 66 核種を対象とした余裕深度処分

の基準線量相当濃度結果を Table 3-1 に示す。Table 3-1 は、「河川水利用」、「河川岸建設作業」、

「河川岸居住」、「河川岸農耕作業」の 4 つの評価経路、さらに、各評価経路において対象とし

た被ばく経路ごとの基準線量相当濃度の結果を示している。 
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評価対象核種 66 核種のうち、計算した基準線量相当濃度の値が各核種の無担体の放射性核種

の比放射能を越える核種は、37 核種である。また、TRU 廃棄物を対象としたことで、余裕深

度処分に関する現行の政令濃度上限値評価から新しく基準線量相当濃度として計算された核種

は、4n 系列～4n+3 系列に属していない核種（以下、「βγ核種」）では Sn-126 あり、4n 系列～

4n+3 系列に属する放射性核種（以下、「α核種」）では Th-232、U-235、U-238 など 16 核種が挙

げられ、4n 系列～4n+3 系列核種が多く追加されているのが特徴である。なお、ウラン廃棄物

にも共通する対象核種の U-234、U-235、U-238 については、「3.3 ウラン廃棄物の基準線量相

当濃度」において、結果の詳細を述べる。 
また、余裕深度処分に関する現行の政令濃度上限値に定められている設定核種（C-14、Cl-36、

Tc-99、Np-237）については、本解析と現行の政令評価の基準線量相当濃度における主な評価パ

ラメータの変更点を整理した（Table 3-2 参照）。その結果は以下のようになる。 
 

・ C-14：河川水利用経路のうち、河川産物摂取の内部被ばく経路が決定経路である。

基準線量相当濃度の違いは、線量換算係数、河川産物への濃縮係数、河川産物の摂

取量の違いによるものである 
・ Cl-36：河川岸農耕経路のうち農作物と畜産物の摂取による内部被ばく経路の線量寄

与が大きい。基準線量相当濃度の違いは、内部被ばく線量換算係数、農作物（米、

非葉菜）及び畜産物（牛乳、牛肉）への移行係数、摂取量の違いが主な要因である。 
・ Tc-99：河川水利用経路のうち、飲料水と農作物の摂取による内部被ばく経路の線量

寄与が大きい。基準線量相当濃度の違いは、内部被ばく線量換算係数、農作物（米、

非葉菜）への移行係数、摂取量の違いが主な要因である。 
・ Np-237：政令評価では Np-237 の子孫核種の移行解析は行わず、線量係数の加算に

よる方法を採用しているのに対し、本解析では、Np-237 の崩壊系列を考慮した移行

解析を行っており、河川水中の核種濃度が異なっている。政令評価では河川水利用

経路が決定経路となっていたが、本解析では有効数字 2 桁目の大小関係で、河川岸

農耕経路が決定経路となった。Np-237 では、河川岸農耕経路の農作物の摂取、農耕

作業時の外部及び吸入被ばく、畜産物の摂取の4種類の経路の線量寄与が大きいが、

中でも農作物摂取経路の寄与が最も高い。4n+1 系列のうち農作物摂取経路の最大線

量示す核種は Ra-225 であり、Ra-225 の内部被ばく線量換算係数、農作物への移行

係数、摂取量の違いが主な要因である。 
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Table 3-2 政令濃度上限値に定められている核種の基準線量相当濃度比較表（余裕深度処分） 

C-14 5.7E+03 5.2E+13 河川水利用 8.7E+13 河川水利用
C-14では河川水利用経路のうち、河川産物摂取の内部被ばく経路が
決定経路である。基準線量相当濃度の違いは、線量換算係数、河川
産物への濃縮係数、河川産物の摂取量の違いによるものである

Cl-36 3.0E+05 1.0E+10 河川岸農耕 9.6E+10 河川岸農耕

Cl-36では、河川岸農耕経路のうち農作物と畜産物の摂取による内部
被ばく経路の線量寄与が大きい。基準線量相当濃度の違いは、内部
被ばく線量換算係数、農作物（米、非葉菜）及び畜産物（牛乳、牛肉）へ
の移行係数、摂取量の違いが主な要因である。

Tc-99 2.1E+05 8.2E+10 河川岸農耕 1.1E+12 河川水利用

Tc-99では、河川水利用経路のうち、飲料水と農作物の摂取による内
部被ばく経路の線量寄与が大きい。基準線量相当濃度の違いは、内
部被ばく線量換算係数、農作物（米、非葉菜）への移行係数、摂取量
の違いが主な要因である。

Np-237 2.1E+06 1.3E+09 河川水利用 8.3E+09 河川岸農耕

政令評価ではNp-237の子孫核種の移行解析は行わず、線量係数の
加算による方法を採用しているのに対し、本解析では、Np-237の崩壊
系列を考慮した移行解析を行っていおり、河川水中の核種濃度が異
なっている。政令評価では河川水利用経路が決定経路となっていた
が、本解析では有効数字２桁目の大小関係で、河川岸農耕経路が決
定経路となった。Np-237では、河川岸農耕経路の農作物の摂取、農耕
作業時の外部及び吸入被ばく、畜産物の摂取の４種類の経路の線量
寄与が大きいが、中でも農作物摂取経路の寄与が最も高い。4n+1系
列のうち農作物摂取経路の最大線量示す核種はRa-225であり、Ra-
225の内部被ばく線量換算係数、農作物への移行係数、摂取量の違い
が主な要因である。

＊1　天然バリアの分配係数や放出係数など処分場の立地・設計に関するパラメータは余裕深度処分に関する現行の政令評価における既往
値を使用するとし、線量換算係数、半減期、農作物の摂取量、農作物への移行係数、河川水飲用量、河川魚摂取量、家畜の飼料及び飼育水
摂取量、畜産物摂取量、飼料及び飼育水から畜産物への移行係数、河川魚への濃縮係数の値を最新の知見に基づいた値を採用して評価し
た結果である。

政令評価と本解析の基準線量相当濃度における主なパラメータの
変更点

濃度
（Bq/ton）

決定
シナリオ

濃度（C）
（Bq/ton）

決定
シナリオ

核種
半減期

（ｙ）

現行の政令評価の
基準線量相当濃度

パラメータ見直しによる
基準線量相当濃度
（物量：20万本）*1

 

 
3.2 濃度上限値評価における重要核種の推定 
 

TRU 核種を含む放射性廃棄物（TRU 廃棄物）の余裕深度処分で想定される廃棄物中の平均

放射能濃度（D）と基準線量相当濃度（C）により計算される相対重要度（D/C）を Table 3-3 に

示す。相対重要度（D/C）の検討は、TRU 廃棄物のみだけでなく、従来評価の対象である原子

炉廃棄物も含めた濃度上限値設定のための検討とした。そのため、「原子炉廃棄物」、「TRU 廃

棄物」、及び「原子炉廃棄物と TRU 廃棄物の合計」を対象とした平均放射能濃度（D）のケー

スに対し、相対重要度（D/C）の検討を行った。また、D/C の値が上位 3 桁の範囲に入るもの

を重要核種として抽出し、その結果を Table 3-4 に示す。 
 本解析から得られた基準線量相当濃度（C）により計算される相対重要度（D/C）の特徴は以

下のようにまとめられる。 
 

● 原子炉廃棄物：D/C により抽出された核種は、Cl-36（1 桁目）、C-14（2 桁目）、Tc-99
（3 桁目）の 3 核種のみである。これらの核種は余裕深度処分に対する現行の政令評

価の選定核種と変わりはない。 
● TRU 廃棄物：１桁目に U-238 と Pu-238、2 桁目に Pu-241、I-129、Np-237 等が挙がり、

TRU 廃棄物に特徴的な核種の相対重要度が高くなっている。 
● 原子炉廃棄物と TRU 廃棄物の合計：両者を合計した平均放射能濃度（D）に対しては、

最重要核種が Cl-36 となり、それ以下の上位 3 桁の範囲の核種は、原子炉廃棄物及び

TRU 廃棄物のそれぞれに見られた核種と共通である。 
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Table 3-3 原子炉廃棄物及び TRU 廃棄物に対する余裕深度処分の相対重要度（1／2） 

H-3 1.2E+01 - - 6.8E+11 8.5E+09 7.3E+10

Be-10 1.6E+06 4.0E+11 河川水利用 3.2E+12 河川水利用 3.2E+03 2.0E+00 3.1E+02 9.9E-10 6.2E-13 9.6E-11

C-14 5.7E+03 5.2E+13 河川水利用 8.7E+13 河川水利用 2.3E+11 1.9E+09 2.4E+10 2.7E-03 2.2E-05 2.8E-04

Cl-36 3.0E+05 1.0E+10 河川岸農耕 9.6E+10 河川岸農耕 3.1E+09 3.3E+07 3.3E+08 3.2E-02 3.4E-04 3.4E-03

Ca-41 1.0E+05 1.8E+13 河川水利用 9.0E+13 河川水利用 3.8E+08 4.1E+06 4.0E+07 4.2E-06 4.5E-08 4.5E-07

Mn-54 8.6E-01 - 1.6E+11 1.0E+04 1.6E+10

Fe-55 2.7E+00 - 1.5E+12 1.0E+13 9.6E+12

Fe-59 1.2E-01 - 1.3E+07 3.1E+02 1.2E+06

Co-58 1.9E-01 - 6.2E+06 5.7E+06 5.7E+06

Co-60 5.3E+00 - - 2.2E+14 3.6E+12 2.4E+13

Ni-59 7.6E+04 - - 1.3E+12 7.6E+09 1.3E+11

Ni-63 1.0E+02 - - 1.6E+14 1.2E+12 1.6E+13

Se-79 3.0E+05 1.0E+14 河川岸農耕 1.1E+12 河川岸農耕 9.7E+05 3.3E+06 3.1E+06 8.6E-07 3.0E-06 2.8E-06

Sr-90 2.9E+01 - - 6.7E+09 8.7E+11 7.9E+11

Zr-93 1.5E+06 1.8E+12 河川水利用 5.2E+12 河川水利用 1.2E+08 8.8E+08 8.0E+08 2.3E-05 1.7E-04 1.6E-04

Nb-93m 1.4E+01 - 7.5E+07 2.1E+05 7.4E+06

Nb-94 2.0E+04 - - 9.0E+09 6.7E+08 1.5E+09

Mo-93 4.0E+03 - - 1.4E+08 2.5E+07 3.6E+07

対象廃棄物のD/C

原子炉
廃棄物

サイクル
廃棄物

原子炉廃棄
物＋サイク
ル廃棄物

濃度
（Bq/ton）

原子炉
廃棄物

サイクル
廃棄物

原子炉廃棄
物＋サイク
ル廃棄物

核種

現行の政令評価の
基準線量相当濃度

パラメータ見直しによる
基準線量相当濃度*1

濃度（C)
（Bq/ton）

決定経路

半減期
（ｙ）

決定経路

対象廃棄物の平均濃度（D)
（Bq/ton)

Tc-99 2.1E+05 8.2E+10 河川岸農耕 1.1E+12 河川水利用 5.3E+08 2.4E+08 2.7E+08 4.6E-04 2.1E-04 2.4E-04

Ru-106 1.0E+00 - 1.4E+06 2.8E+11 2.6E+11

Pd-107 6.5E+06 - 1.7E+02 2.1E+05 1.9E+05

Ag-108m 4.2E+02 - - 6.0E+10 2.1E+07 5.8E+09

Sn-121m 5.5E+01 - - 1.5E+08 3.5E+09 3.2E+09

Sn-126 1.0E+05 5.9E+11 河川岸居住 9.9E+02 1.4E+07 1.3E+07 1.7E-09 2.4E-05 2.1E-05

Sb-125 2.8E+00 - 3.8E+09 3.1E+12 2.8E+12

Te-125m 1.6E-01 - 8.3E+08 7.7E+11 6.9E+11

I-129 1.6E+07 3.1E+09 河川水利用 6.7E+09 河川水利用 7.8E+04 5.8E+06 5.3E+06 1.2E-05 8.7E-04 7.8E-04

Cs-134 2.1E+00 - 3.5E+08 2.9E+11 2.6E+11

Cs-135 2.3E+06 - 1.1E+03 5.4E+06 4.9E+06

Cs-137 3.0E+01 - - 1.7E+10 1.2E+12 1.1E+12

Ce-144 7.8E-01 - 7.0E+05 1.8E+11 1.6E+11

Sm-151 9.0E+01 - - 4.8E+06 2.0E+09 1.8E+09

Eu-152 1.4E+01 - 3.8E+10 3.2E+06 3.7E+09

Eu-154 8.6E+00 - 1.7E+10 5.1E+10 4.7E+10

Eu-155 4.8E+00 - 4.4E+07 2.6E+10 2.3E+10

Ho-166m 1.2E+03 - - 5.6E+06 4.3E+02 5.4E+05

最大値 下線付きの数値がD/Cの最大値。

1桁 D/Cの最大値となった核種と同じ桁のもの。

2桁 D/Cの最大値となった核種の桁から２桁目のもの。

3桁 D/Cの最大値となった核種の桁から3桁目のもの。

＊2  基準線量相当濃度の値が「－」の核種は、計算値が無担体の放射性核種の比放射能を超えており、基準線量相当濃度として存在し得ない値であったことを
示す。また、現行の政令評価の基準線量相当濃度の値が空白の核種は、評価対象外であることを示す。

＊1　天然バリアの分配係数や放出係数など処分場の立地・設計に関するパラメータは余裕深度処分に関する現行の政令評価における既往値を使用するとし、線
量換算係数、半減期、農作物の摂取量、農作物への移行係数、河川水飲用量、河川魚摂取量、家畜の飼料及び飼育水摂取量、畜産物摂取量、飼料及び飼育水
から畜産物への移行係数、河川魚への濃縮係数の値を最新の知見に基づいた値を採用して評価した結果である。
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Table 3-3 原子炉廃棄物及び TRU 廃棄物に対する余裕深度処分の相対重要度（2／2） 

2.2E+01 - 6.1E-01 7.9E-03 6.6E-02

3.8E-01 - 6.2E-01 2.1E+00 2.0E+00

1.6E+03 - 5.3E-02 1.1E-01 1.1E-01

5.8E+00 - 5.2E+01 1.7E-05 5.0E+00

2.2E+01 - 5.3E+02 1.6E+00 5.2E+01

1.9E+00 - 2.5E+05 5.9E+03 2.9E+04

7.3E+03 - 9.8E+01 1.6E+01 2.4E+01

7.5E+04 - 1.3E+01 7.1E+01 6.5E+01

1.4E+10 6.3E+08 河川岸居住 5.9E+01 5.6E-05 5.7E+00 9.5E-08 8.9E-14 9.1E-09

3.3E+04 - 1.9E+03 1.1E+01 2.0E+02

6.9E+01 - - 2.6E+05 1.4E+05 1.5E+05

1.6E+05 3.8E+12 河川水利用 4.4E+11 河川岸農耕 8.0E+04 2.8E+04 3.3E+04 1.8E-07 6.4E-08 7.6E-08

2.5E+05 1.0E+12 河川水利用 8.9E+09 河川水利用 2.4E+03 6.5E+06 5.8E+06 2.7E-07 7.3E-04 6.6E-04

7.0E+08 1.0E+09 河川水利用 1.4E+01 3.0E+05 2.7E+05 1.4E-08 2.9E-04 2.6E-04

2.3E+07 6.9E+10 河川水利用 2.2E+11 河川水利用 1.9E+01 1.3E+06 1.2E+06 8.6E-11 5.9E-06 5.3E-06

対象廃棄物の平均濃度（D)
（Bq/ton)

原子炉
廃棄物

サイクル
廃棄物

原子炉廃棄
物＋サイク
ル廃棄物

U-232

U-233

U-234

Pb-210

Ra-228

Po-210

Ra-226

Ac-227

Th-228

パラメータ見直しによる
基準線量相当濃度*1

濃度（C)
（Bq/ton）

決定経路

Pa-231

Th-229

Th-230

半減期
（ｙ）

Th-232

U-235

U-236

対象廃棄物のD/C

原子炉
廃棄物

サイクル
廃棄物

原子炉廃棄
物＋サイク
ル廃棄物

核種

現行の政令評価の
基準線量相当濃度

濃度
（Bq/ton）

決定経路

 
4.5E+09 - 7.0E+08 河川水利用 3.7E+02 1.5E+06 1.4E+06 5.3E-07 2.2E-03 2.0E-03

2.1E+06 1.3E+09 河川水利用 8.3E+09 河川岸農耕 8.2E+01 6.7E+06 6.1E+06 9.9E-09 8.2E-04 7.4E-04

8.8E+01 - 2.5E+13 河川水利用 7.3E+05 3.1E+10 2.8E+10 2.9E-08 1.2E-03 1.1E-03

2.4E+04 - 3.0E+13 河川水利用 1.6E+08 7.2E+09 6.5E+09 5.2E-06 2.4E-04 2.1E-04

6.6E+03 - 8.0E+14 河川水利用 3.3E+05 8.4E+09 7.6E+09 4.1E-10 1.1E-05 9.5E-06

1.4E+01 1.2E+15 河川岸農耕 1.8E+07 1.1E+12 1.0E+12 1.4E-08 9.1E-04 8.2E-04

3.7E+05 - 9.6E+12 河川水利用 1.9E+03 2.2E+07 2.0E+07 2.0E-10 2.3E-06 2.1E-06

4.3E+02 - 4.1E+13 河川岸農耕 5.8E+07 1.7E+10 1.5E+10 1.4E-06 4.2E-04 3.8E-04

1.4E+02 - 1.9E+13 河川水利用 5.6E+03 2.1E+08 1.9E+08 3.0E-10 1.1E-05 1.0E-05

7.4E+03 - 9.9E+13 河川水利用 5.5E+04 9.5E+07 8.6E+07 5.5E-10 9.6E-07 8.6E-07

4.5E-01 4.9E+15 河川水利用 5.0E+03 3.9E+08 3.5E+08 1.0E-12 8.0E-08 7.3E-08

2.9E+01 2.6E+16 河川水利用 5.7E+03 8.8E+07 7.9E+07 2.2E-13 3.4E-09 3.1E-09

1.8E+01 - 2.9E+17 河川水利用 2.5E+07 1.0E+10 9.2E+09 8.7E-11 3.5E-08 3.2E-08

8.5E+03 2.1E+12 河川岸農耕 3.2E+03 1.2E+06 1.1E+06 1.5E-09 5.8E-07 5.2E-07

4.7E+03 7.6E+14 河川水利用 1.5E+04 2.9E+03 4.0E+03 2.0E-11 3.8E-12 5.3E-12

最大値 下線付きの数値がD/Cの最大値。

1桁 D/Cの最大値となった核種と同じ桁のもの。

2桁 D/Cの最大値となった核種の桁から２桁目のもの。

3桁 D/Cの最大値となった核種の桁から3桁目のもの。

Pu-242

＊2  基準線量相当濃度の値が「－」の核種は、計算値が無担体の放射性核種の比放射能を超えており、基準線量相当濃度として存在し得ない値であったことを
示す。また、現行の政令評価の基準線量相当濃度の値が空白の核種は、評価対象外であることを示す。

Am-241

Am-242m

Am-243

＊1　天然バリアの分配係数や放出係数など処分場の立地・設計に関するパラメータは余裕深度処分に関する現行の政令評価における既往値を使用するとし、線
量換算係数、半減期、農作物の摂取量、農作物への移行係数、河川水飲用量、河川魚摂取量、家畜の飼料及び飼育水摂取量、畜産物摂取量、飼料及び飼育水
から畜産物への移行係数、河川魚への濃縮係数の値を最新の知見に基づいた値を採用して評価した結果である。

Cm-246

Cm-242

Cm-243

Cm-245

Pu-240

Pu-241

Cm-244

U-238

Np-237

Pu-238

Pu-239
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Table 3-4 余裕深度処分に対する上位 3 桁の相対重要度の抽出結果 

原子炉廃棄物 サイクル廃棄物
原子炉廃棄物＋
サイクル廃棄物

Cl-36 U-238 Cl-36

Pu-238 U-238
Pu-238

C-14 Pu-241 Pu-241
I-129 I-129

Np-237 Np-237
U-234 U-234

Am-241 Am-241
Cl-36 C-14
U-235 U-235
Pu-239 Tc-99
Tc-99 Pu-239
Zr-93 Zr-93

Tc-99 Sn-126 Sn-126
C-14 Am-242m

Pu-240
Am-242m

(注）下線の核種は、D/Cの値が最大であった核種を表す。

3桁目

対象廃棄物のD/C

1桁目

2桁目

 

 
3.3 ウラン廃棄物の基準線量相当濃度 

 
余裕深度処分における U-234、U-235、U-238 の基準線量相当濃度の算出結果を Table 3-5 に示

す。Table 3-5 は、「河川水利用」、「河川岸建設作業」、「河川岸居住」、「河川岸農耕作業」の 4
つの評価経路、さらに、各評価経路において対象とした被ばく経路ごとの基準線量相当濃度の

結果を示している。なお、Table 3-5 は、前述の Table 3-3 より U-234、U-235、U-238 を抽出した

結果表である。U-234、U-235、U-238 ともに、「河川水利用経路」が決定経路である。各基準線

量相当濃度の算出結果は以下のようになる。 
・ U-234：8.9E+9 Bq/ton（河川水利用経路） 
・ U-235：1.0E+9 Bq/ton（河川水利用経路） 
・ U-238：7.0E+8Bq/ton（河川水利用経路） 

 
次に、決定経路である「河川水利用経路」を対象に、その経路内訳の線量の経時変化を Fig.3-1

に示す。U-234 は、河川水利用経路のうち、飲料水摂取と農作物摂取の内部被ばく経路が特に

線量影響が大きい結果である。さらに、最も被ばく線量の高い飲料水摂取経路を対象に、U-234
の子孫核種の内訳をみると、Po-210 が支配的であることがわかる。また、U-235 については、

河川水利用経路のうち農作物摂取と農耕作業時の塵埃吸入の内部被ばく経路が主要経路である。

U-235 の解析における農作物摂取被ばく経路の支配核種は Pa-231 である。U-238 については、
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各被ばく経路の線量の大小関係は U-234 と同様であり、飲料水摂取被ばくが最も線量が高い。

さらに、U-238 の解析における飲料水摂取経路の支配核種についても、U-234 と同様に Po-210
である。 
 
 

Table 3-5 ウラン廃棄物の余裕深度処分における各評価経路の基準線量相当濃度結果一覧 

濃度
（Bq/ton）

決定経路

評価経路レベル 重畳レベル 評価経路レベル 重畳レベル 評価経路レベル 重畳レベル

飲料水 1.5E+10 1.2E+10 1.2E+09

外部 1.2E+11 2.4E+10 9.7E+09

吸入 1.8E+12 7.1E+09 -

農作物 3.7E+10 1.5E+09 2.9E+09

畜産物 7.2E+12 - -

水産物 9.1E+10 - 7.2E+09

外部 2.0E+11 3.8E+10 -

吸入 8.5E+11 2.4E+10 -

外部 2.9E+10 5.4E+09 2.2E+09

吸入 6.5E+12 - -

外部 1.0E+11 1.9E+10 7.6E+09

吸入 8.5E+11 2.4E+10 -

農作物 1.9E+10 1.2E+09 1.5E+09

畜産物 5.2E+10 - 4.1E+09

濃度
（Bq/ton）

決定経路

核種

2.5E+05 7.0E+08 4.5E+09

7.0E+08

河川水利用

＊1  基準線量相当濃度の値が「－」の核種は、計算値が無担体の放射性核種の比放射能を超えており、基準線量相当濃度として存在し得ない値
であったことを示す。また、現行の政令評価の基準線量相当濃度の値が空白の核種は、評価対象外であることを示す。

＊2　天然バリアの分配係数や放出係数など処分場の立地・設計に関するパラメータは余裕深度処分に関する現行の政令評価における既往値を使
用するとし、線量換算係数、半減期、農作物の摂取量、農作物への移行係数、河川水飲用量、河川魚摂取量、家畜の飼料及び飼育水摂取量、畜産
物摂取量、飼料及び飼育水から畜産物への移行係数、河川魚への濃縮係数の値を最新の知見に基づいた値を採用して評価した結果である。

パラメータ見直しによる
決定シナリオの

基準線量相当濃度

8.9E+09

河川水利用

1.0E+09

河川水利用

評価経路
パラメータ見直しによる評価経路レベル及び重畳レベルの基準線量相当濃度＊2

1.0E+12

河川水利用

U-238

2.8E+10

1.5E+10

河川水利用

河川岸建設作業

5.1E+09

8.9E+09 1.0E+09

U-234 U-235

半減期（y）

現行の政令評価の

基準線量相当濃度
*1

河川岸居住

河川岸農耕作業

7.0E+08

1.6E+11 1.2E+10

1.1E+09

2.2E+09

9.4E+081.2E+10

 
 
 
 なお、ウラン廃棄物のうち U-234 及び U-238 に関しては、上記のように算出した基準線量相

当濃度で余裕深度処分した場合を想定し、ウラン廃棄物に特有なラドンガス吸入による内部被

ばくの線量影響の程度を把握することを目的とした解析を実施した。その結果については、

Appendix-Ⅲに掲載した。 
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     （a）U-234 河川水利用経路       （b）U-234 河川水利用－飲料水摂取経路 
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     （c）U-235 河川水利用経路     （d）U-235 河川水利用－農作物摂取経路 
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     （e）U-238 河川水利用経路     （f）U-238 河川水利用－飲料水摂取経路 

 

（注）廃棄体中の初期濃度を 1Bq/g に設定した場合の被ばく線量経時変化である 
 

Fig.3-1 決定経路における被ばく線量の経時変化（経路内訳、核種内訳） 
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４．余裕深度処分の濃度上限値算出結果のまとめ 
 
濃度上限値とは、処分方式別に最終的な埋設処分の可能な放射性廃棄物の範囲を定めたもの

であり、埋設事業の許可申請を行うことができる放射性廃棄物に含まれる放射性核種濃度の最

大値である。また、埋設事業の許可申請時における処分環境条件や施設設計条件をもとに埋設

処分場ごとの安全審査によって、その埋設処分の良否が判断される。 
放射性廃棄物処分では、人工バリアと天然バリアの性能が相俟って最終的な性能目標を達成

するものであり、両者がバリア性能を補完しあって全体の性能を確保すれば良い。保守的な値

を採用することで、余裕深度処分の各処分概念ごとの濃度上限値を厳しく制限することは、処

分場の立地・設計の自由度を制限することであり、必ずしも好ましいことではない。 
このため、濃度上限値算出においては包絡的な条件設定が好ましいと考えられ、本調査の濃

度上限値算出において、天然バリアの分配係数や放出係数など処分場の立地・設計に関するパ

ラメータは現行の政令濃度上限値評価における既往値を使用するとし、半減期、線量換算係数、

農畜産物への移行係数などは最新の知見に基づいた値を採用することとし、TRU 廃棄物及びウ

ラン廃棄物を対象とした余裕深度処分の濃度上限値の検討の基礎データとなる基準線量相当濃

度を計算した。その算出結果をまとめると以下のようになる。 
 

● TRU 廃棄物に含まれる 66 核種を対象に余裕深度処分に対する基準線量相当濃度を計

算した。その結果、従来の原子炉施設を対象とした政令評価と比較して、「βγ核種」

では Sn-126、「α 核種」では Th-232、U-235、U-238 など 16 核種が TRU 廃棄物に特徴

的な核種として新たに基準線量相当濃度を算出し、今後の濃度上限値の検討の基礎デ

ータとなる各対象核種の基準線量相当濃度を提示した。 
● 余裕深度処分に関する現行の政令濃度上限値に定められている設定核種（C-14、Cl-36、

Tc-99、Np-237）を対象に、本解析と現行の政令評価の基準線量相当濃度における主な

評価パラメータの変更点を整理した。 
● TRU 廃棄物の他に原子炉廃棄物を含めた平均放射能濃度（D）と基準線量相当濃度（C）

により相対重要度（D/C）を計算した。その結果、原子炉廃棄物を対象とした D/C に

より上位 3 位に抽出された核種は、Cl-36（1 桁目）、C-14（2 桁目）、Tc-99（3 桁目）

の 3 核種のみであり、これらの核種は余裕深度処分に対する現行の政令評価の選定核

種と変わりはないことを示した。 
● TRU 廃棄物を対象とした相対重要度（D/C）は、上位 1 桁目に U-238 と Pu-238、2 桁

目に Pu-241、I-129、Np-237 等が挙がり、TRU 廃棄物に特徴的な核種の相対重要度が

高くなる傾向を確認した。 
● 余裕深度処分におけるウラン廃棄物（U-234、U-235、U-238）の基準線量相当濃度は、

それぞれ U-234：8.9E+9 Bq/ton、U-235：1.0E+9 Bq/ton、U-238：7.0E+8Bq/ton となり、

全て「河川水利用経路」が決定経路となった。 
 
なお、ウラン廃棄物の主要核種である U-234、U-235、U-238 は、土壌等の天然環境中に存在

しており、ウラン廃棄物に対する濃度上限値としての重要核種の選定及びその濃度値について

は、天然起源の放射能レベルとの関連性などを考慮しつつ、今後検討すべきであると考えられ

る。 
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Appendix-Ⅰ 
 

余裕深度処分の濃度上限値評価モデル 
 
余裕深度処分に対する濃度上限値の解析には、低レベル放射性廃棄物処分の濃度上限値評価コー

ド GSA-GCL2(1)を使用した。GSA-GCL2 は、浅地中処分の跡地利用に関するシナリオ（跡地利用シ

ナリオ）と地下水による核種移行に関するシナリオ（地下水移行シナリオ）を評価するためのコー

ドであり、決定論的解析及び確率論的解析が可能なコードである。本解析では、GSA-GCL2 の構成

コードの一部である、地下水移行シナリオ評価コードを使用して、余裕深度処分に対する決定論的

な解析を実施した。ここでは、TRU 廃棄物及びウラン廃棄物の濃度上限値評価において設定した地

下水移行シナリオ（河川水の利用に伴う河川水利用経路と河川岸における人間活動に伴う 3 つの評

価経路：①河川岸建設経路、②河川岸居住経路、③河川岸農耕作業経路）における各評価モデルの

詳細について記述する。 
 
1. 低レベル放射性廃棄物処分の濃度上限値評価コード GSA-GCL2 
 
地下水移行シナリオ評価コードの構成を Fig.A1-1 に示す。地下水移行シナリオ評価コードは、ソ

ースタームモデル、天然バリアモデル及び生物圏モデルにより構成されている。 
 

1.1 ソースタームモデル 
 
GSA-GCL2 コードは、簡略化した廃棄物埋設施設からの核種漏洩評価モデル（ソースタームモデ

ル）として、廃棄体層（廃棄体、充填材、構造材等を含む）及び緩衝材層から構成されるコンパー

トメントモデルを採用している。すなわち、廃棄体層及び緩衝材をそれぞれ 1 つのコンパートメン

トとして考え、その中での核種濃度及び物性値は一定とし、その上で、各コンパートメント間の移

流、拡散及び崩壊による物質収支を考えている。また、緩衝材外側の周辺地層では拡散による核種

のフラックス（濃度勾配）が最大となるよう保守的に核種濃度 0 を仮定した境界条件を設定してい

る。 
なお、本解析では、緩衝材コンパートメントを無視し、廃棄体層のみの解析とした。また、

廃棄体コンパートメント中の核種の移行は移流によって支配されると仮定し、拡散による核種

移行を無視した。緩衝材の効果がないものとすれば、廃棄体中の核種量は次式で表される。 
 

)()()()( 1,1,, tAtAtA
dt
d

iwiiwiiiw −− ⋅+⋅+−= λλη  (1) 

 
ここで、 

Aw, i ：廃棄体中の核種 i の量 (Bq) 
ηi ：核種 i の移行率 (1/y) 
λi ：核種 i の崩壊定数 (1/y) 

である。 
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生物圏モデル

処分サイトからの核種漏洩量の計算

地下水からの生物圏への
核種移行量の計算

河川水の
水中核種濃度の計算

ソースタームモデル

天然バリアモデル

環境媒体中の核種移行評価モデル

被ばく線量評価モデル

ラドンガス移行
評価モデル

土壌中核種濃度の計算

ラドン濃度
の算出

(1)河川水利用経路
   ①飲料水摂取による内部被ばく
   ②土壌からの直接γ線による外部被ばく
   ③塵埃吸入による内部被ばく
   ④農作物摂取による内部被ばく
   ⑤畜産物摂取による内部被ばく
   ⑥水産物摂取による内部被ばく
   ⑦ラドンガス吸入による内部被ばく
(2)河川岸利用建設経路、(3)河川岸利用居住経路
   ①土壌からの直接γ線による外部被ばく
   ②塵埃吸入による内部被ばく
   ③ラドンガス吸入による内部被ばく

(4)河川岸利用農耕作業経路
   ①土壌からの直接γ線による外部被ばく
   ②塵埃吸入による内部被ばく
   ③農作物摂取による内部被ばく
   ④畜産物摂取による内部被ばく
   ⑤ラドンガス吸入による内部被ばく

 
Fig.A1-1 地下水移行シナリオ評価コードの構成 

 
埋設施設からの漏洩率ηi は、IAEA 技術文書「IAEA- TECDOC-401(2)」における放出係数モデル

を使用すると、以下の式により求められる。 
 

ic
w

in
i R

H ,⋅=
νη  (2) 

ここで、 
ηi ：核種 i の処分場からの漏洩率 (1/y) 
νin ：浸透水量 (m/y) 
Hw ：埋設施設の高さ (m) 
Rc,i ：核種 i の放出係数 (-) 
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である。 
本解析では、核種 i の放出係数 Rc,iと遅延係数 Rw,iとの関係を(3)及び(4)式のように定義し、核種 i

の放出係数Rc,iに相当する廃棄体中核種 iの分配係数を用いて処分施設からの漏洩率を求めることで、

放出係数モデルと同等とした。 
 

iww
ic R

R
,

,
1
⋅

=
ε

 (3) 

iww
w

w
iw KdR ,,

11 ⋅⋅
−

+= ρ
ε
ε

 (4) 

 
ここで、 

εw ：廃棄体の空隙率 (-) 
Rw,i ：廃棄体中における核種 i の遅延係数 (-) 
ρw ：廃棄体の真密度 (kg/m3) 
Kdw,i ：廃棄体中における核種 i の分配係数 (m3/kg) 

である。 
処分施設からの移行フラックスは、次式により表される。 
 

iwii AJ ,⋅=η  (5) 

 
ここで、 

Ji ：処分施設からの移行フラックス (Bq/y) 
である。 
 
1.2 天然バリアモデル 
 
天然バリアモデルは、埋設施設より漏洩した核種に対し、天然バリア中における 1 次元の核種移

行を評価し、生物圏に流入する核種移行量を評価するモデルである。天然バリア中の核種移行は、

堆積岩で代表される多孔質媒体とした地質媒体中における、移流－分散、平衡吸着による遅延及び

崩壊連鎖を考慮した次式の 1 次元移流分散モデルにより表される。 
 

x
txC

U
x

txC
DtxCRt

t
igw

gw
igw

xigwi ∂

∂
⋅−

∂

∂
⋅=⋅

∂
∂ ),(),(

),( ,
2

,
2

,  

        )(),(),( 1,11, tQtxCRtixCRt iigwiiigwii +⋅⋅+⋅⋅− −−− λλ  (6) 

 
ここで、 

Rti ：核種 i の地質媒体中における遅延係数 (-) 

 iss
s

s
i KdRt ,

1
1 ⋅⋅

−
+= ρ

ε
ε

 

εs   ：地質媒体の空隙率（-） 
ρs   ：地質媒体の真密度（g/cm3） 
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Kds , i ：地質媒体における核種 i の分配係数（ml/g） 
Cgw , i (x , t)：地点 x、時刻 t における核種量 (Bq/m3) 
Dx ：地下水流方向（x 方向）の分散係数 (m2/y) 
 mgwlx DUDD +⋅=  

Dl ：地下水流方向（x 方向）の分散長（m） 
Dm ：分子分散係数（＝3.15×10-2 m2/y） 
Ugw ：地下水実流速 (m/y) 
λi ：核種 i の崩壊定数 (1/y) 
Q i (t) ：核種 i の人工バリアから天然バリアへの流入量 (Bq/m3/y) 

 
である。1 次元天然バリアからの核種移行フラックスは、単位面積としての流量が保存されるもの

として天然バリア出口における核種濃度を換算し算出する。 
本解析では、埋設施設から生物圏までの領域を政令評価設定値の 1/10 の地下水流速が期待できる

領域 A と、政令評価設定値と同様の地下水流速が設定されている領域 B とに分け、核種移行を評価

している。なお、埋設施設内の核種移行を考慮するため、地下水の流れの方向に対して埋設施設長

さを 10 分割し、各中点から埋設施設下端までの距離を加算して移行距離とし、それぞれの移行距離

に対する核種移行計算を行った後、重ね合わせにより核種 iの河川への移行フラックスを評価する。 
 
1.3 生物圏モデル 
 
1.3.1 環境媒体中の核種移行評価モデル 
 
（１）河川水の水中核種濃度 
 

埋設施設から地下水を経由し生物圏に到達した放射性核種の河川水中濃度は、河川水流量の希釈

により以下の式で表される。 
 

R

if
iRw V

tC
tC

)(
)( ,

, =  (7) 

 
ここで、 

CRw, i (t) ：河川水中核種 i 濃度 (Bq/m3) 
Cf, i (x, t) ：天然バリア出口の核種 i の移行フラックス (Bq/y) 
VR ：河川水流量 (m3/y) 

である。 
 
（２）土壌中核種濃度 
 

放射性核種を含む河川水を灌漑水として利用する河川水利用経路の場合、水中の放射性核種が土

壌に残留する濃度は、動的コンパートメントモデルを適用して、以下の常微分方程式で記述される。 
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( ) )()()(
)(

1,1,
, tQtCtCK

dt
tdC

iisiisii
is +⋅+⋅+−= −−λλ  (8) 

 
ここで、 

Cs,i (t) ：灌漑土壌中の核種 i の濃度 (Bq/g) 
K i ：核種 i の灌漑土壌からの浸透による減衰率 (1/y) 
λi ：核種 i の崩壊定数 (1/y) 
Q i (t) ：灌漑土壌への核種移行量 (Bq/g/y) 

 
である。 

核種 i の灌漑土壌からの浸透による減衰率 Ki及び核種移行量 Q i (t)は、以下の式で表される。 
 

( )issss

ss
i KdH

IrP
K

,⋅+⋅
+

=
ρε

 (9) 

6, 10
)()(

⋅⋅
⋅=

ss

s
iwwi H

Ir
tCtQ

ρ
 (10) 

 
ここで、 

Ps ：灌漑土壌への浸透水量 (m/y) 
Irs ：灌漑水量 (m/y) 
Hs ：実効土壌深さ (m) 
εs ：灌漑土壌空隙率 (-) 
ρs ：灌漑土壌嵩密度 (g/cm3) 
Kds , i ：灌漑土壌分配係数 (ml/g) 
Cww , i (t) ：灌漑水中核種 i 濃度 (Bq/m3) 

である。 
なお、河川岸利用経路の場合には、河川岸土壌中の核種濃度は、河川水中の核種濃度と瞬時に分

配平衡状態に達すると仮定すると次式により求められる。 
 

( )tCKdtC iRwisir ,,, )( ⋅=  (11) 

 
ここで、 

Cr,i(t) ：核種 i の河川岸土壌中濃度（Bq/kg） 
Kds,i ：核種 i の河川岸土壌中における分配係数（m3/kg） 

である。 
 
1.3.2 ラドンガス移行評価モデル 
 
ラドンガス移行評価モデルの構成を Fig.A1-2 に示す。ラドンガス移行評価モデルは、土壌から大

気中へのラドンガスの散逸率、屋外大気中ラドン濃度、床下空間ラドン濃度及び屋内空間ラドン濃

度の各評価モデルより構成されている。 
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（１）ラドンガス散逸率評価モデル 
 
ラドン（222Rn）は、汚染土壌中に含まれるウランの子孫核種であるラジウム（226Ra）の壊変によ

り発生する。汚染土壌中に含まれるラジウムから発生したラドンガスは土壌粒子から拡散により土

壌空気（空隙）中に入り込む。その土壌空気中のラドンガスは、さらに土壌空気中を拡散によって

移動し、一部が地表面から大気中に散逸する。汚染土壌からのラドンガス散逸率 Jwは、以下の式で

表される(3), (4), (5)。 
 

Rn

w

w

Rn

w
RnRaw D

XD
FtCtJ

λ
λ

λρ tanh)()( ⋅⋅⋅⋅⋅=  (12) 

 
ここで、 

Jw (t) ：汚染土壌からのラドンガス散逸率 (Bq/m2/s) 
CRa (t) ：土壌中ラジウム濃度 (Bq/kg) 
ρ ：土壌密度（嵩密度）（kg/m3） 
F ：散逸能 (-) 
λRn ：ラドンの崩壊定数（s-1） 
Dw ：ラドンガスの汚染土壌中拡散係数 (m2/s) 
Xw ：発生源の厚さ (m) 

である。 
また、汚染土壌の上に覆土等の非汚染土壌を想定した場合、大気中へのラドン散逸率 Jcは以下の

式で表される。 
 

⎟
⎟
⎟
⎟
⎟

⎠

⎞

⎜
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⎜
⎜
⎜

⎝

⎛

−⋅=
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c
wc D

X
tJtJ

λ

exp)()(  (13) 

 
ここで、 

Jc (t) ：大気中へのラドン散逸率 (Bq/m2/s) 
Jw (t) ：汚染土壌からのラドンガス散逸率 (Bq/m2/s) 
Xc ：非汚染土壌の厚さ (m) 
Dc ：ラドンガスの非汚染土壌中拡散係数 (m2/s)  
λRn ：ラドンの崩壊定数（s-1） 

である。 
 
（２）屋外大気中ラドン濃度評価モデル 
 
地表面から散逸したラドンガスは、様々な気象条件に影響されながら大気中に拡散する。現在、

大気汚染の環境評価では、大気中の物質の輸送モデルとして拡散モデルが広く使用されている。拡
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散モデルとして一般的なものは、面源を対象としたボックスモデル、点源を対象としたパフモデル、

プルームモデル等である(6),(7),(8)。本報告書においては、汚染源から発生する汚染物質の大気中濃度

を比較的簡単に算出することができるボックスモデルを用いて、ウラン廃棄物から発生するラドン

の大気中濃度を算出する。ボックスモデルとは、対象とする地域をあまり多くない数の空間（ボッ

クス）に分割し、それぞれのボックスについて対象物質の収支を計算するモデルである。この時、

各ボックスの中では濃度が一様であると考えて、濃度を算出する。処分場直上において、ある評価

高さを仮定した場合、この領域内におけるラドン放射能の収支は、地表面からの散逸、ラドンの崩

壊、大気による交換を想定し、以下の式で表される。 
 

屋外大気中ラドン濃度
評価モデル

大気中へのラドン散逸率

床下空間ラドン濃度
評価モデル

屋内空間ラドン濃度
評価モデル

被ばく線量評価モデル

屋外大気中の
ラドン濃度

床下空間の
ラドン濃度

屋内空間の
ラドン濃度
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Fig.A1-2 ラドンガス移行に関する評価モデル構成 
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ここで、 

CoRn (t) ：屋外大気中ラドン濃度 (Bq/m3) 
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Jc (t) ：大気中へのラドン散逸率 (Bq/m2/s) 
H ：評価高さ (m) 
λRn ：ラドンの崩壊定数（s-1） 
U ：風速 (m/s) 
a ：発生源長さ（風向方向）(m) 

である。 
 
U／a =λUとおき、t = 0 で CoRn = 0 として、式(14)を解くと、時刻 t における屋外大気中ラドン濃

度 CoRnは、以下のように表される。 
 

( ){ }[ ]
( )URn

URnc
Rn H

ttJ
tCo

λλ
λλ

+⋅
⋅+−−⋅

=
exp1)(

)(  (15) 

 
（３）床下空間ラドン濃度評価モデル 

 
汚染土壌の上に居住することを仮定すると、汚染土壌から発生し、地表面より散逸したラドンの

一部は、住居の床下空間に放出される。また、我が国の住居には除湿等の目的で床下に換気孔が設

けられているため、床下換気による屋外大気中ラドンの侵入、及び除去が考えられる。これらの床

下空間におけるラドンガスの収支について、式(14)と同様のボックスモデルを適用すると、床下空

間ラドン濃度は、以下の式で表される。 
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ここで、 

CcRn (t) ：床下空間ラドン濃度 (Bq/m3) 
Jc (t) ：大気中へのラドン散逸率 (Bq/m2/s) 
λRn ：ラドンの崩壊定数（s-1） 
λc ：床下空間換気率 (s-1) 
hc ：床下空間高さ (m) 

である。 
 
（４）屋内ラドン濃度評価モデル 

 
汚染土壌中の核種を起源とするラドンの屋内空間への侵入経路としては、床下空間のラドンの侵

入や、換気による屋外大気中ラドンの侵入及び生活水中ラドンの散逸(9)が考えられる。ラドンガス

は床下から屋内に侵入率 I で侵入すると仮定すると、屋内ラドン濃度は以下の式で表される。 
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ここで、 
CiRn (t) ：屋内ラドン濃度 (Bq/m3) 
CcRn (t) ：床下空間ラドン濃度 (Bq/m3) 
I ：床下空間から屋内へのラドン侵入率 (s-1) 
hc ：床下空間高さ (m) 
hin ：屋内空間高さ (m) 
λRn ：ラドンの崩壊定数（s-1） 
λin ：屋内換気率 (s-1) 
CoRn (t) ：屋外大気中ラドン濃度 (Bq/m3) 
CwRn (t) ：生活水中ラドン濃度 (Bq/m3) 
Qw ：生活用水の使用量 (m3/s) 
G ：ガス化率 (-) 
V ：居住空間体積 (m3) 

である。 
ただし、本解析での余裕深度処分においては、生活水中ラドンの散逸による寄与を考慮していな

いため、最後の項は寄与は除外した。 
 
1.3.3 被ばく線量評価モデル 
 
（１）河川水利用経路 

 
① 飲料水摂取による内部被ばく経路 
 
飲料水として河川水を想定すると、飲料水摂取による内部被ばく線量は、次式で計算する。 

 

iINGWiRwiING DCFQtCtD ,,, )()( ⋅⋅=  (18) 

 
ここで、 

DING , i (t) ：核種 i の経口摂取による内部被ばく線量 (Sv/y) 
CRw , i (t) ：河川水中核種 i 濃度 (Bq/m3) 
QW ：年間飲料水摂取量 (m3/y) 
DCFING , i ：核種 i の経口内部被ばく線量換算係数 (Sv/Bq) 

である。 
 
② 土壌からの直接γ 線による外部被ばく経路 
 
土壌からの直接γ 線による外部被ばく線量は、次式により求める。 

 

iEXTiiEXT DCFTStCtD ,, )()( ⋅⋅⋅=   (19) 

 
ここで、 

DEXT , i (t) ：直接γ 線による外部被ばく線量 (Sv/y) 
Ci (t) ：土壌中核種 i 濃度 
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S ：遮へい係数 (-) 
T ：年間被ばく時間 (h/y) 
DCFEXT, i ：核種 i の外部被ばく線量換算係数 (Sv/h per Bq/g) 

である。 
なお、土壌中核種濃度 Ciとして、灌漑土壌中核種濃度 Cs, iを使用する。 

 
③ 塵埃吸入による内部被ばく経路 
 

塵埃の吸入による内部被ばく線量は、以下の式により表される。 
 

iINHiiINH DCFTBftCtD ,, )()( ⋅⋅⋅⋅=   (20) 

 
ここで、 

DINH , i (t) ：核種 i の吸入による内部被ばく線量 (Sv/y) 
Ci (t) ：土壌中核種 i 濃度 
f ：空気中ダスト濃度 (g/m3) 
B ：呼吸量 (m3/h) 
T ：年間被ばく時間 (h/y) 
DCFINH ,i ：核種 i の吸入内部被ばく線量換算係数 (Sv/Bq) 

である。 
なお、土壌中核種 i 濃度 Ciとして、灌漑土壌中核種濃度 Cs, iを使用する。 

 
④ 農作物摂取による内部被ばく経路 
 

農作物は、汚染土壌からの経根吸収と、灌漑水中核種の植物表面への沈着により汚染される。植

物表面への沈着に関しては、降雨などにより核種が除去されることを想定する。農作物中の核種 i
濃度は、以下の式で表される。 
 

( )[ ]
iej
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exp1
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⋅−−⋅⋅
⋅+⋅⋅=  (21) 

 
ここで、 

Cj, i (t) ：農作物 j の可食部における核種 i 濃度 (Bq/kg) 
Ci (t) ：土壌中核種 i 濃度 (Bq/g) 
CRw , i (t) ：河川水中核種 i 濃度 (Bq/m3) 
Tj, i ：核種 i の土壌から農作物 j への移行係数 (Bq/kg per Bq/kg) 
Irj ：農作物 j の灌漑水量 (m3/m2/y) 
Rv ：植物表面への沈着割合 (-) 
λe, i ：沈着した核種 i の実効減衰係数 (1/y) 
 λe, i = λ i +λw 
  λ w ：weathering による表面沈着核種の除去係数 (1/y) 
tir, j ：農作物 j の灌漑期間 (y) 
Yj ：農作物 j の栽培密度 (kg/m2) 
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である。 
なお、土壌中核種 i 濃度 C i (t)として、灌漑土壌中核種濃度 Cs, i (t)を使用する。 
農作物摂取による内部被ばく線量は、次式で計算する。 

 

, , ,( ) ( )ING i j i j ING i
j

D t C t Q DCF= ⋅ ⋅∑  (22) 

 
ここで、 

DING , i (t) ：核種 i の経口摂取による内部被ばく線量 (Sv/y) 
Cj, i (t) ：農作物 j の可食部における核種 i 濃度 (Bq/kg) 
Qj ：農作物 j の年間摂取量 (kg/y) 
DCFING , i ：核種 i の経口内部被ばく線量換算係数 (Sv/Bq) 

である。 
 
⑤ 畜産物摂取による内部被ばく経路 
 
放射性核種を含む河川水を飼育水として利用して生産される畜産物中の核種 i 濃度は次式で計算

する。畜産物の種類としては、卵、牛乳、牛肉、豚肉、鶏肉を想定する。 
 

3
,,, 10)()( −⋅⋅⋅= WniniRwiFWn QTtCtC  (23) 

 
ここで、 

CFWn, i (t) ：飼育水を経由した畜産物 n 中の核種 i 濃度 (Bq/kg または Bq/L) 
CRw , i (t) ：河川水中核種 i 濃度 (Bq/m3) 
Tn, i ：核種 i の飼料及び飼育水から畜産物 n への移行係数 (d/kg または d/L) 
QWn ：畜産物 n の飼育水摂取量 (L/d) 

である。 
核種を含む畜産物を摂取することによる人の内部被ばく線量は、次式で計算する。 

 

( ), , , ,( ) ( ) ( )ING i Fn i FWn i n ING i
n

D t C t C t Q DCF= + ⋅ ⋅∑  (24) 

 
ここで、 

DING , i (t) ：核種 i の経口摂取による内部被ばく線量 (Sv/y) 
CFn, i (t) ：飼料を経由した畜産物 n 中の核種 i 濃度 (Bq/kg または Bq/L) 
CFWn, i (t) ：飼育水を経由した畜産物 n 中の核種 i 濃度 (Bq/kg または Bq/L) 
Qn ：畜産物 n の摂取量 (kg/y または L/y) 
DCFING , i ：核種 i の経口内部被ばく線量換算係数 (Sv/Bq) 

である。なお、飼育水経由であるため、飼料を経由した畜産物 n 中の核種 i 濃度 CFn, i (t)はゼロとす

る。 
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⑥ 水産物摂取による内部被ばく経路 
 
水産物中の核種 i 濃度は、水中の核種濃度に依存し、両者の間に平衡関係が成立しているものと

する濃縮係数法によって求める。河川産物中核種 i 濃度については次式で計算する。 
 

imiRwim TtCtC ,
3

,, 10)()( ⋅⋅= −  (25) 

 
ここで、 

Cm, i (t) ：水産物 m 中の核種 i 濃度 (Bq/kg) 
CRw , i (t) ：河川水中核種 i 濃度 (Bq/m3) 
Tm, i ：核種 i の水産物 m への濃縮係数 (L/kg) 

である。 
 
水産物摂取による内部被ばく線量は、次式で計算する。 

 

, , ,( ) ( )ING i m i m ING i
m

D t C t Q DCF= ⋅ ⋅∑  (26) 

 
ここで、 

DING , i (t) ：核種 i の経口摂取による内部被ばく線量 (Sv/y) 
Cm, i (t) ：水産物 m 中の核種 i 濃度 (Bq/kg) 
Qm ：水産物 m の摂取量 (kg/y) 
DCFING , i ：核種 i の経口内部被ばく線量換算係数 (Sv/Bq) 

である。 
 
⑦ ラドンガス吸入による内部被ばく経路 

 
ラドンガス吸入による内部被ばく線量は、通常その子孫核種濃度（平衡等価ラドン濃度）によっ

て評価され、平衡等価ラドン濃度は、ラドン濃度に平衡ファクタを乗じることによって求められる。

ラドンの吸入による内部被ばく線量は、以下の式で表される(4),(10), (11)。 
 

( ){ } TKFiCiRFotCoRtD RnrRnrRn ⋅⋅⋅⋅−+⋅⋅= 1)()(  (27) 

 
ここで、 

DRn (t) ：ラドンの吸入による内部被ばく線量 (Sv/y) 
Rr ：居住係数（屋外にいる割合） (-) 
CoRn (t) ：屋外大気中ラドン濃度 (Bq/m3) 
Fo ：屋外平衡ファクタ (-) 
CiRn (t) ：屋内ラドン濃度 (Bq/m3) 
Fi ：屋内平衡ファクタ (-) 
T ：年間被ばく時間 (h/y) 
K ：線量換算係数 (Sv/(Bq･h･m-3)) 

である。 
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（２）河川岸利用建設経路、河川岸利用居住経路 
 

① 土壌からの直接γ線による外部被ばく経路 
河川岸利用建設経路、河川岸利用居住経路とも、土壌からの直接γ線による外部被ばく線量は、

「（１）河川水利用経路」の「②土壌からの直接γ線による外部被ばく経路」と同様に、式(19)によ

って求める。ただし、土壌中核種濃度 Ciとしては、河川岸土壌中核種濃度 Cr, iを使用する。 
 
② 塵埃吸入による内部被ばく経路 
河川岸利用建設経路、河川岸利用居住経路とも、塵埃吸入による内部被ばく線量は、「（１）河川

水利用経路」の「③塵埃吸入による内部被ばく経路」と同様に、式(20)によって求める。ただし、

土壌中核種濃度 Ciとしては、河川岸土壌中核種濃度 Cr, iを使用する。 
 
③ ラドンガス吸入による内部被ばく経路 
河川岸利用建設経路、河川岸利用居住経路とも、ラドンガス吸入による内部被ばく線量は、「（１）

河川水利用経路」の「⑦ラドンガス吸入による内部被ばく経路」と同様に、式(27)によって求める。 
 
（３）河川岸利用農耕作業経路 

 
① 土壌からの直接γ線による外部被ばく経路 
土壌からの直接γ線による外部被ばく線量は、「（１）河川水利用経路」の「②土壌からの直接γ

線による外部被ばく経路」と同様に、式(19)によって求める。ただし、土壌中核種濃度 Ciとしては、

河川岸土壌中核種濃度 Cr, iを使用する。 
 
② 塵埃吸入による内部被ばく経路 
塵埃吸入による内部被ばく線量は、「（１）河川水利用経路」の「③塵埃吸入による内部被ばく経

路」と同様に、式(20)によって求める。ただし、土壌中核種濃度 Ciとしては、河川岸土壌中核種濃

度 Cr, iを使用する。 
 
③ 農作物摂取による内部被ばく経路 
農作物摂取による内部被ばく線量は、「（１）河川水利用経路」の「④農作物摂取による内部被ば

く経路」と同様に、式(21)及び式(22)によって求める。ただし、土壌中核種濃度 Ci としては、河川

岸土壌中核種濃度 Cr, iを使用する。また、灌漑水利用による表面汚染を考慮しないため、式(21)の最

後の項はゼロとした。 
 
④ 畜産物摂取による内部被ばく経路 
畜産物摂取による内部被ばく線量は、「（１）河川水利用経路」の「⑤畜産物摂取による内部被ば

く経路」と同様に、式(24)によって求める。なお、飼料経由であるため、飼育水を経由した畜産物 n
中の核種 i 濃度 CFWn, i (t)はゼロとする。また、飼料経由の畜産物中核種濃度は、式(28)によって求め

る。農作物 j（飼料）の可食部における核種 i 濃度 Cj, i (t)については、同経路の「③農作物摂取によ

る内部被ばく経路」と同様に、灌漑水利用による表面汚染を考慮しない。畜産物の種類としては、
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飼育水経由と同様に卵、牛乳、牛肉、豚肉、鶏肉を想定する。 
 

FnijFiniFn QtCMTtC ⋅⋅⋅⋅= 3
,,, 10)()(  (28) 

 
ここで、 

CFn, i (t) ：飼料を経由した畜産物 n 中の核種 i 濃度 (Bq/kg または Bq/L) 
Tn, i ：核種 i の飼料及び飼育水から畜産物 n への移行係数 (d/kg または d/L) 
MF ：放射性核種を含む飼料の混合割合 (-) 
Cj, i (t) ：農作物 j の可食部における核種 i 濃度 (Bq/kg) 
QFn ：畜産物 n を生産する家畜の飼料摂取量 (kg-dry/d) 

である。 
 
⑤ ラドンガス吸入による内部被ばく経路 
ラドンガス吸入による内部被ばく線量は、「（１）河川水利用経路」の「⑦ラドンガス吸入による

内部被ばく経路」と同様に、式(27)によって求める。 
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Appendix-Ⅱ 
 

余裕深度処分の濃度上限値評価パラメータ一覧 
 

Table A2-1 余裕深度処分に係る評価経路 
評価シナリオ 評価経路 線量評価対象者 被ばく形態 経路No.

飲料水利用 飲料水利用者 飲料水摂取・内部 1
土壌直接線・外部 2
塵埃吸入・内部 3

農作物消費者 農作物摂取・内部 4
飼育水利用 畜産物消費者 畜産物摂取・内部 5

河川産物消費 河川産物消費者 水産物摂取・内部 6
土壌直接線・外部 7
塵埃吸入・内部 8

土壌直接線・外部 9
塵埃吸入・内部 10

土壌直接線・外部 11
塵埃吸入・内部 12

農作物消費 農作物消費者 農作物摂取・内部 13
畜産物消費 畜産物消費者 畜産物摂取・内部 14

農耕作業者

河川岸居住
経路

農耕作業者

建設作業者

居住者

河川岸農耕
作業経路

地下水移行
シナリオ

利用形態

河川水
河川水利用

経路

河川岸建設
経路

農耕作業

河川岸

灌漑水利用

建設作業

居住

 
 
 

Table A2-2 余裕深度処分の評価シナリオに関するパラメータ  
 

シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 施設形状 

設定値（単位） 200 × 200 × 5 （mL×mW×mH) 
【設定値根拠】   
以下の手順で設定する（20 万本、40,000m3）。（原子力安全委員会、「低レベル放射性固体廃棄

物の陸地処分の安全規制に関する基準値について（第 3 次中間報告）」、平成 12 年 9 月 14 日を

踏襲、以下の表では、「第 3 次中間報告書」とする） 
①処分場の長さと幅は同程度とする。 
②処分場の高さは現行の政令濃度上限値検討と同様に 5m とし、廃棄体を設置する構造体

の内高さと考える。 
③トンネル型施設を念頭に施設形状を決定する。 
④トンネル型施設の場合、工学的にトンネル間の離間距離をトンネル直径の 2 倍以上取る必要

がある。仮に構造体両側に 1.5m の幅を想定してトンネル型施設を設置すれば、仮に 8 本のト

ンネルを設置するためには 8m × 3 × 8 本 = 192ｍの処分場の幅が必要となる。 
⑤以上より、20 万本 4 万 m3が寸法 200mL × 200mW × 5mH の処分場の処分されると設定する。
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シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 処分施設容量 

設定値（単位） 40,000（m3） 
【設定値根拠】   
 対象となる廃棄物総量は様々な値を取り得るので、第 3 次中間報告書の余裕深度処分に対す

る設定を踏襲する。 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 施設浸入水量 

設定値（単位） 0.073（m3/m2/y） 
【設定値根拠】   
施設は周辺地質環境と同等の特性であると仮定し、施設近傍の地下水流速（ダルシー流速）

と同等の 0.001m/d の実流速から、浸入水量を計算し設定。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 放射性廃棄物処分総量の処分場容量に対する割合 

設定値（単位） 0.2（-） 
【設定値根拠】   
放射性廃棄物総量/処分容積（= 処分場幅×処分場長さ×廃棄物層厚さ） 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 廃棄体見かけ密度（施設見かけ密度） 

設定値（単位） 2.5（g/cm3） 
【設定値根拠】   
政令余裕深度処分評価に準拠（第 3 次中間報告書を踏襲） 
50,000 ton／20,000ｍ3 = 2.5 g/cm3 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 河川までの距離 

設定値（単位） 500（m） 
【設定値根拠】   
対象廃棄物の処分施設は、支持層上面から十分な隔離距離を確保した例えば数十 m の深度

に設置されているので、河川水系までの移行距離は、500m よりもずっと大きい値が想定でき

るが、評価においては、現行の政令濃度上限値の設定値と同じ値である 500m に設定する。（第

3 次中間報告書を踏襲） 
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シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 施設近傍の地下水実流速 

設定値（単位） 0.001（m/d） 
【設定値根拠】   
支持層以深、例えば地下 50～100 m 程度の深さの地質における各物性値は 

①空隙率（有効間隙率）：「地下水ハンドブック」、現行の政令濃度上限値検討及び JNC「地層

処分研究第 2 次取りまとめ」での設定を踏まえ 20%に設定。 
②透水係数：「地下水ハンドブック」、JNC「地層処分研究第 2 次取りまとめ」での透水係数分

布を踏まえ、1E-7 m/s に設定。 
③動水勾配：JNC「地層処分研究第 2 次取りまとめ」、地質調査所版の井戸水データベースを

参考に、十分期待できる数値として 1/100 に設定。 
これらを基に、ダルシーの法則を適用し算出。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 実流速が 0.001m/d である移行距離 

設定値（単位） 200（m） 
【設定値根拠】   
実流速（0.001m/d）が期待される領域は処分施設から限られた領域とするが、その領域は十

分に地下環境が把握されている敷地内と考える。現行の政令濃度上限値の検討においては、

200m を想定しており、処分施設の深度の差はあるが、対象廃棄物の処分施設も敷地境界から

同程度の距離を確保されるものと考え、200m に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 施設近傍以外の地下水実流速 

設定値（単位） 0.01（m/d） 
【設定値根拠】   
「日本の地下水」(1996)によると、帯水層中を流れる地下水流速は、1 日当たり数 cm から数

百 m と記述されている。政令濃度上限値の特性を鑑み、事業許可申請の条件を不必要に制限

しないことから、我が国において存在する範囲のうち被ばく線量試算結果が小さくなる値とし

て、上記地下水流速の範囲の小さい値である 0.01m/d に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲）

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 実流速が 0.01m/d である移行距離 

設定値（単位） 300（m） 
【設定値根拠】   
河川までの距離を 500m とし、実流速が 0.001m/d である移行距離を 200m に設定したことか

ら、実流速が 0.01m/d である移行距離は残りの 300m に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲）
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シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 天然バリア空隙率 

設定値（単位） 0.2（-） 
【設定値根拠】   
「地下水ハンドブック 」（1998）に記載されている岩盤の空隙率データ（括弧内は風化が進

んだ場合又は固結度の低いもの、単位は％）を踏まえ 0.2 に設定する。（第 3 次中間報告書を

踏襲） 
 ・花崗岩：0.3～5（10～25）   ・はんれい岩：0.2～1（3～18） 
 ・石灰岩：0.5～1（10～27）   ・頁岩：0.4～3（3～10） 
 ・安山岩：1～7              ・玄武岩：0.1～5（5～7） 
 ・タフ  ：20～25（25～50）  ・砂岩：0.6～7（20～42） 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 天然バリア真密度 

設定値（単位） 2.6（g/cm3） 
【設定値根拠】   

「土質工学ハンドブック」（土質工学科編、1982）に記載されている砂及び鉱物のデータ（単

位は g/cm3）をもとに設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
・豊浦標準砂：2.64          ・浦安標準砂：2.65        ・相模砂       ：2.76 
・日川砂    ：2.73          ・梅田沖積砂：2.65        ・風化珪砂     ：2.60 
・石炭      ：2.60～2.70    ・長石       ：2.55～2.75  ・クロライト   ：2.60～2.96 
・雲母      ：2.70～3.10    ・角閃石     ：3.1       ・磁鉄鋼       ：5.2 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 流水方向の標準拡散係数 

設定値（単位） 1（m） 
【設定値根拠】   
現行の政令濃度上限値検討と同様に、NCRP Report No.76（1984）に記載されている分散長

（標準拡散係数）の範囲である 0.034～134.1m の概ね平均的な値として 1m に設定する。（第 3
次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 移行開始年 

設定値（単位） 300（y） 
【設定値根拠】   
現行政令濃度上限値検討と同様に、評価においては管理期間終了後に核種の移行が開始する

ものとして 300 年に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
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シナリオ 全シナリオ 

パラメータ名 河川水流量 

設定値（単位） 1.0E+08（m3/y） 
【設定値根拠】   
「流量年表」（建設省河川局編、1978 年）では、平均流量が 1E+8 m3/y 以上の河川水系数（流

量観測点数）が全体の 97 %を占めており、河川水系の大部分を包含する値の最小の値である

1E+8 m3/y に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ共通 

パラメータ名 河川への地下水流入地点から着目地点までの移動時間 

設定値（単位） 0（d） 
【設定値根拠】   
保守的に 0 日に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～飲料水利用～飲料水摂取 

パラメータ名 河川水飲用量 

設定値（単位） 0.6（m3/y） 
【設定値根拠】   
IAEA SRSNo.19 より Far East における値を設定。 

 

シナリオ 
河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取 
河川岸利用シナリオ～農作物消費～農作物摂取 

パラメータ名 農作物の年間摂取量 

設定値（単位） 米：13（kg/y） 葉菜：3（kg/y） 非葉菜：9（kg/y） 果実：4（kg/y） 
【設定値根拠】   
「平成 15 年国民健康・栄養調査報告」に示された摂取量に対して、汚染された農作物以外

の摂取を考慮して 0.1 を乗じて設定。 
・米：1 人 1 日当たりの米類の摂取量 350.4ｇに 0.1 を乗じて設定（350.4（g）×365（日）×0.1
＝12.8（kg/ｙ）を四捨五入してまるめた） 
・葉菜：1 人 1 日当たりの葉菜類（ほうれん草 20.5ｇ、キャベツ 21.3ｇ、白菜 19.1ｇ、葉類つ

けもの 6.4ｇ）の摂取量 67.3ｇに 0.1 を乗じて設定（67.3（ｇ）×365（日）×0.1＝2.5（kg/ｙ）

を四捨五入してまるめた） 
・非葉菜：1 人 1 日当たりのいも類 59.7ｇ、緑黄色野菜 94.2ｇ及びその他の野菜 161.0ｇの合

計 314.9ｇから葉菜の摂取量（67.3ｇ）を除いた 247.6ｇを非葉菜の摂取量とし 0.1 を乗じて設

定（247.6（ｇ）×365(日)×0.1＝9.0（kg/ｙ）を四捨五入してまるめた） 
・果実：1 人 1 日当たりの果実の摂取量 115.1g に 0.1 を乗じて設定（115.1（ｇ）×365（日）×0.1
＝4.2（kg/ｙ）を四捨五入してまるめた） 
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シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取 

パラメータ名 灌漑水量（田） 

設定値（単位） 田：2.4（m3/m2/y）  

【設定値根拠】   
田について、「日本の農業用水」（農業水利研究会編、（株）地球社、1980 年）に示された水

田に対する平均単位用水量 24 mm/d と年間灌漑日数 100 日程度に基づいて選定した。（第 3 次

中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取・農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 灌漑水量（畑） 

設定値（単位） 畑：1.2（m3/m2/y） 

【設定値根拠】   
畑について、「日本の農業用水」（農業水利研究会編、（株）地球社、1980 年）に示された畑

地に対する平均単位用水量 4 mm/d と年間灌漑日数 300 日程度に基づいて選定した。（第 3 次中

間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取 

パラメータ名 土壌水分飽和度（田） 

設定値（単位） 田：1（-） 

【設定値根拠】   
田の土壌水分飽和度は、水田を想定して 1 に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取・農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 土壌水分飽和度（畑） 

設定値（単位） 畑：0.2（-） 

【設定値根拠】   
畑の土壌水分飽和度は、原研東海研敷地内（砂層）における測定結果より設定する。（第 3

次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取・農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 灌漑水浸透水量 

設定値（単位） 0.4（m3/m2/y） 
【設定値根拠】   
「地下水ハンドブック」（建設産業調査会、1998）に示された我が国の平均年地下水流出量

約 400 mm に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
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シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取・農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 灌漑土壌真密度 

設定値（単位） 2.6（g/cm3） 
【設定値根拠】   
「土質工学ハンドブック」（土木工学科編、1982）に示された砂の土粒子の真密度を基に選

定した。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取・農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 実効土壌深さ 

設定値（単位） 15（cm） 
【設定値根拠】   

U.S.NRC；Regulatory Guide 1.109,（1977）に示されている 15cm に設定する。（第 3 次中間報

告書を踏襲） 
 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取・農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 放射性核種の土壌残留係数 

設定値（単位） 1（-） 
【設定値根拠】   
保守的に、全ての灌漑水中の放射性核種が土壌に残留するものとし、1 に設定する。（第 3

次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取・農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 灌漑土壌空隙率 

設定値（単位） 0.3（-） 
【設定値根拠】   
「水理公式集」（土木学会､1971 年）に示された土壌の有効空隙率の値のうち、最大値であ

る砂層の値として 0.3 に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取 

パラメータ名 農作物（葉菜）の栽培密度 

設定値（単位） 2.3（kg/m2） 
【設定値根拠】   
「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針について」に示された値に設

定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
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シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取 

パラメータ名 核種の農作物（葉菜）表面への沈着割合 

設定値（単位） 1（-） 
【設定値根拠】   
保守的に全ての放射性核種が、農作物表面へ沈着するとして 1 に設定する。（第 3 次中間報

告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取 

パラメータ名 灌漑水年間生育期間 

設定値（単位） 60（d/y） 
【設定値根拠】   
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量当量評価について」に示され

た葉菜に関する栽培期間の値（60 d/y）に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農作物摂取 

パラメータ名 weathering 効果による植物表面沈着核種の除去係数 
設定値（単位） 18.07（1/y） 
【設定値根拠】   
「発電用軽水型原子炉施設の安全審査における一般公衆の線量当量評価について」に基づ

き、weathering half-life を 14 日として計算した。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 

シナリオ 
河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農耕作業吸入 
河川岸利用シナリオ～農耕作業～農耕作業吸入 

パラメータ名 農耕作業時のダスト濃度 

設定値（単位） 5.0E-04（g/m3） 
【設定値根拠】   
建設作業者と同等と考え、IAEA-TECDOC-401 で提案されている、米国環境保護庁や英国の

Hamilton 等が提案した範囲 1E-04～1E-03g/m3の中央値に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲）

 

シナリオ 
河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農耕作業吸入 
河川岸利用シナリオ～農耕作業～農耕作業吸入 

パラメータ名 農耕作業者の呼吸量 

設定値（単位） 1.2（m3/h） 
【設定値根拠】   

ICRP Publ.68 に示されている標準作業者（軽作業者）として設定する。（着座時の呼吸率

0.54m3/h×2.5 時間＋軽運動時の呼吸率 1.5m3/h×5.5 時間）÷（2.5 時間＋5.5 時間）＝1.2m3/h 
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シナリオ 
河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農耕作業外部 
河川岸利用シナリオ～農耕作業～農耕作業外部 

パラメータ名 農耕作業時の遮蔽係数 

設定値（単位） 1（-） 
【設定値根拠】   
保守的に遮蔽を考慮しない。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 

シナリオ 
河川水利用シナリオ～灌漑水利用～農耕作業外部及び吸入 
河川岸利用シナリオ～農耕作業～農耕作業外部及び吸入 

パラメータ名 農耕作業時の年間作業時間 

設定値（単位） 500（h/y） 
【設定値根拠】   
「日本の統計 1997 年版」（総務庁統計局編、1998 年）に記載されている 1 戸あたりの平均

経営耕地面積と水稲及び小麦 10a あたりの労働時間をもとに設定する。（第 3 次中間報告書を

踏襲） 

 

シナリオ 
河川水利用シナリオ～飼育水利用～畜産物摂取 
河川岸利用シナリオ～畜産物消費～畜産物摂取 

パラメータ名 畜産物摂取量 

設定値（単位） 牛乳：4（L/y）牛肉：1（kg/y）豚肉：1（kg/y） 
鶏肉：1（kg/y） 鶏卵：1（kg/y） 

【設定値根拠】   
「平成 15 年国民健康・栄養調査報告」に示された摂取量に対して、汚染された畜産物以外

の摂取と食習慣の変動を考慮して 0.1 を乗じて設定。 
「平成 15 年国民健康・栄養調査報告」に示された値に基づき設定。 
・牛乳：1 人 1 日当たりの牛乳摂取量 96.1ｇ（牛乳の密度を 1g/mL）に 0.1 を乗じて設定（96.1
（g）×365（日）×0.1＝3.51（L/y）を四捨五入してまるめた） 
・牛肉：1 人 1 日当たりの牛肉摂取量 15.8ｇに 0.1 を乗じて設定（15.8（g）×365（日）×0.1＝
0.58（kg/y）を四捨五入してまるめた） 
・豚肉：1 人 1 日当たりの豚肉摂取量 26.9ｇに 0.1 を乗じて設定（26.9（g）×365（日）×0.1＝
0.98（kg/y）を四捨五入してまるめた） 
・鶏肉：1 人 1 日当たりの鶏肉摂取量 20.4ｇに 0.1 を乗じて設定（20.4（g）×365（日）×0.1＝
0.74（kg/y）を四捨五入してまるめた） 
・鶏卵：1 人 1 日当たりの鶏卵摂取量 36.4ｇに 0.1 を乗じて設定（36.4（g）×365（日）×0.1＝
1.33kg/y を四捨五入してまるめた） 
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シナリオ 河川水利用シナリオ～飼育水利用～畜産物摂取 

パラメータ名 家畜の飼育水摂取量 

設定値（単位） 乳牛：60（L/d） 肉牛：40（L/d） 
豚：10（L/d）   鶏：0.3（L/d） 

【設定値根拠】   
肉牛、乳牛については、IAEA SRS No.19 において採用された値を設定。豚、鶏については、

PNL-3209（1980）に使用された値を設定。 

 
シナリオ 河川水利用シナリオ～河川産物消費～水産物摂取 

パラメータ名 河川産物の年間摂取量 

設定値（単位） 魚類：1.6（kg/y） 

【設定値根拠】   
平成 15 年度の「国民健康・栄養調査報告」の魚介類消費量（1 日あたり 86.7 g）から、保守

的に半分が河川産物として摂取するとし、汚染された河川産物以外の摂取と食習慣の変動を考

慮して 0.1 を乗じた値を淡水産物の摂取量として設定。（86.7（g）×0.5×365（日）×0.1＝1.582 kg/y）
 
シナリオ 河川岸利用シナリオ共通 

パラメータ名 汚染土壌混合割合 

設定値（単位） 1（-） 
【設定値根拠】   
保守的に 1 に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川岸利用シナリオ～建設作業～建設作業外部及び吸入 

パラメータ名 建設作業による年間作業時間 

設定値（単位） 500（h/y） 
【設定値根拠】   

IAEA-TECDOC-401 で提案されている値に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
 
シナリオ 河川岸利用シナリオ～建設作業～建設作業外部 

パラメータ名 建設作業時における遮蔽係数 

設定値（単位） 0.5（-） 
【設定値根拠】   

IAEA-TECDOC-401 では、居住建設作業時間の半分を戸外過ごし、半分を戸内で過ごすもの

としている。このうち、戸内作業については、20cm 厚さのコンクリート土台による遮蔽を考

慮することができる。この土台によって、外部被ばくは遮断されていない線源の強さの 1%未

満になることから、戸内での被ばくを無視できるとしている。これにより、住居建設作業全体

の遮蔽係数を 0.5 としている。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
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シナリオ 河川岸利用シナリオ～建設作業～建設作業吸入 

パラメータ名 建設作業時のダスト濃度 

設定値（単位） 5.0E-04（g/m3） 
【設定値根拠】   

IAEA-TECDOC-401 で提案されている、米国環境保護庁や英国の Hamilton 等が提案した範囲

1E-04～1E-03g/m3の中央値である 5E-04g/m3に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
 
シナリオ 河川岸利用シナリオ～建設作業～建設作業吸入 

パラメータ名 建設作業者の呼吸量 

設定値（単位） 1.2（m3/h） 
【設定値根拠】   

ICRP Publ.68 に示されている標準作業者（軽作業者）として設定する。（着座時の呼吸率

0.54m3/h×2.5 時間＋軽運動時の呼吸率 1.5m3/h×5.5 時間）÷（2.5 時間＋5.5 時間）＝1.2m3/h 
 
シナリオ 河川岸利用シナリオ～居住～居住外部及び吸入 

パラメータ名 住居時間 

設定値（単位） 8760（h/y） 
【設定値根拠】   
住居に 1 年間中居住すると仮定して、8760h/y に設定する。（第 3 次中間報告書を踏襲） 

 
シナリオ 河川岸利用シナリオ～居住～居住外部 

パラメータ名 居住時の遮蔽係数 

設定値（単位） 0.2（-） 
【設定値根拠】   

IAEA-TECDOC-401 を参考に、居住者は居住時間の 20%を戸外で過ごすと仮定し、その間は

遮蔽を考慮しないが、屋内にいる間は建物により完全に遮蔽されると仮定して、0.2 に設定す

る。（第 3 次中間報告書を踏襲） 
 
シナリオ 河川岸利用シナリオ～居住～居住吸入 

パラメータ名 居住時のダスト濃度 

設定値（単位） 6.0E-06（g/m3） 
【設定値根拠】   

IAEA-TECDOC-401 で提案されている居住時のダスト濃度に設定する。（第 3 次中間報告書

を踏襲） 
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シナリオ 河川岸利用シナリオ～居住～居住吸入 

パラメータ名 居住者の呼吸量 

設定値（単位） 0.93（m3/h） 
【設定値根拠】   

ICRP Pub.71 で示される標準人の 1 日の数値 22.2（m3/ｄ）を基に設定。22.2（m3/ｄ）÷24
（h/d）＝0.93（m3/h） 

 
シナリオ 河川岸利用シナリオ～畜産物消費～畜産物摂取 

パラメータ名 家畜の飼料摂取量 

設定値（単位） 乳牛：16（kg-dry/d） 肉牛：12（kg-dry/d） 
豚：2.4（kg-dry/d） 鶏：0.07（kg-dry/d） 

【設定値根拠】   
乳牛、肉牛については、IAEA SRS No.19 に記載されている値を設定。豚、鶏については、IAEA

TRS No.364 に記載されている値を設定。 
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Table A2-3 ラドン評価に関するパラメータ一覧 

単位 設定値根拠

s-1 UNSCEAR1993

- UNSCEAR1993

kg/m2 灌漑土壌真密度（2600 kg/m3）及び灌漑土壌空隙率

（0.3）から算出

m2/s UNSCEAR1993（実効拡散係数：5E-7 m2/s、間隙

率：0.25より算出）

m ｸﾘｱﾗﾝｽﾚﾍﾞﾙ評価のﾄﾘﾁｳﾑの飛散評価において用いら
れている有効高さと同様に設定

m/s 日本統計年間（平成13年）に報告されている日本
の平均風速より設定

m 建築基準法施行令第22条、において定められてい
る基準値より設定

m UNSCEAR1988に報告されている、reference house
の値より設定

床下空間 s-1

屋内 s-1

s-1
吉沢ら(1988)、が、CO2をﾄﾚｰｻｰとして用いて「床

下空間から屋内へのガス侵入率」を測定した結果
より設定

屋外 -

屋内 -

建設作業者 h/y IAEA-TECDOC-401で提案されている値に設定する

(建設作業者による年間作業時間と同一に設定)。

居住者 h/y
住居に１年間中居住すると仮定して、8760 h/yに設
定（屋内及び屋外における各居住時間は、居住時
の遮蔽係数0.2より設定）

農耕作業者 h/y

「日本の統計　1997年版」（総務庁統計局編、
1998年）に記載されている１戸あたりの平均経営
耕地面積と水稲及び小麦10aあたりの労働時間を基
に設定

屋内

屋外

発生源長さ 160m

土壌拡散係数

UNSCEAR1988,1993

評価高さ

風速

床下空間から屋内への
ラドン侵入率

線量換算係数

被ばく時間

換気率

屋内空間高さ

床下空間高さ

3

設定値

2.1E-06

0.2

パラメータ

土壌見かけ密度 1820

ラドン崩壊定数

散逸能

9.0E-09

8760
(屋内：7008)
(屋外：1752)

2.0E-06

9.0E-09

0.6

0.4

500

500

Sv/(Bq*h*m-3)

平衡ファクタ

3

UNSCEAR2000の推奨値

吉沢ら(1988)、の報告より、居住状態の一般的な家
屋における実測値を設定

0.45

2.5

1.0E-04

9.9E-04

1.1E-04

「日本統計年鑑」（平成16年）より、我が国にお

ける総農家戸数は約225万戸、耕地面積（田畑）は

約5E+10 m2であり、これらより1戸あたりの耕地面

積は約2.12E+4 m2と試算される。これらを基に、

NUREG/CR-3585において、処分場へ投入した未梱
包廃棄物からの大気中への飛散評価で使用されて
いるwidith of the working areaの計算法により、耕地
面積と同面積となる円の直径を発生源長さとして
設定

 2×(処分場面積/3.14)0.5 = 2×(2.12E+4/3.14)0.5  ≒ 160

 

備考：ウラン廃棄物を対象とした、河川水利用シナリオ及び河川岸利用シナリオ（河川岸建設・河川岸居住・河川岸

農耕）のラドンガス吸入経路において使用している値 
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Table A2-4 内部被ばく線量換算係数 

ICRP Pub.68
(Sv/Bq)

(year) 吸入(*2) 吸入(*3) 経口(*4)
Cm-244 1.8E+01 1.7E-05 2.7E-05 1.2E-07 -
Pu-240 6.6E+03 3.2E-05 5.0E-05 2.5E-07 -
U-236 2.3E+07 6.3E-06 3.2E-06 4.7E-08 -
U-232 6.9E+01 2.6E-05 7.8E-06 3.3E-07 -
Th-232 1.4E+10 2.9E-05 2.5E-05 2.3E-07 -
Ra-228 5.8E+00 1.7E-06 2.6E-06 6.9E-07 Ac-228,Fr-224
Th-228 1.9E+00 3.4E-05 4.4E-05 1.4E-07 Ra-224,Rn-220,Po-216,Pb-212,Bi-212,Po-212,Tl-208
Cm-245 8.5E+03 2.7E-05 4.2E-05 2.1E-07 -
Pu-241 1.4E+01 5.8E-07 9.0E-07 4.8E-09 U-237
Am-241 4.3E+02 2.7E-05 4.2E-05 2.0E-07 -
Np-237 2.1E+06 1.5E-05 2.3E-05 1.1E-07 -
Pa-233 7.4E-02 3.2E-09 3.3E-09 8.7E-10 -
U-233 1.6E+05 6.9E-06 3.6E-06 5.1E-08 -
Th-229 7.3E+03 6.9E-05 7.1E-05 4.9E-07 -
Ra-225 4.1E-02 4.8E-06 6.3E-06 9.9E-08 -
Ac-225 2.7E-02 6.5E-06 8.5E-06 2.4E-08 Fr-221,At-217,Rn-217,Bi-213,Po-213,Tl-209,Pb-209
Cm-246 4.7E+03 2.7E-05 4.2E-05 2.1E-07 -

Am-242m 1.4E+02 2.4E-05 3.7E-05 1.9E-07 Am-242,Np-238
Cm-242 4.5E-01 3.7E-06 5.2E-06 1.2E-08 -
Pu-242 3.7E+05 3.1E-05 4.8E-05 2.4E-07 -
Pu-238 8.8E+01 3.0E-05 4.6E-05 2.3E-07 -
U-238 4.5E+09 5.7E-06 2.9E-06 4.5E-08 -
Th-234 6.6E-02 5.8E-09 7.7E-09 3.4E-09 Pa-234m,Pa-234
U-234 2.5E+05 6.8E-06 3.5E-06 4.9E-08 -
Th-230 7.5E+04 2.8E-05 1.4E-05 2.1E-07 -
Ra-226 1.6E+03 1.2E-05 3.5E-06 2.8E-07 Rn-222,Po-218,At-218,Rn-218,Pb-214,Bi-214,Po-214,Tl-210
Pb-210 2.2E+01 1.2E-06 1.2E-06 6.9E-07 Bi-210
Po-210 3.8E-01 2.2E-06 3.3E-06 1.2E-06 Hg-206,Tl-206
Cm-243 2.9E+01 2.0E-05 3.1E-05 1.5E-07 -
Am-243 7.4E+03 2.7E-05 4.1E-05 2.0E-07 Np-239
Pu-239 2.4E+04 3.2E-05 5.0E-05 2.5E-07 -
U-235 7.0E+08 6.1E-06 3.1E-06 4.7E-08 Th-231
Pa-231 3.3E+04 8.9E-05 1.4E-04 7.1E-07 -
Ac-227 2.2E+01 6.3E-04 5.5E-04 1.1E-06 Fr-223,At-219
Th-227 5.1E-02 7.6E-06 1.0E-05 8.8E-09 -
Ra-223 3.1E-02 5.7E-06 7.4E-06 1.0E-07 Rn-219,Po-215,Pb-211,Bi-211,Po-211,Tl-207

核種 放射平衡を仮定した子孫核種(*1)

4N系列

半減期

(Sv/Bq)
ICRP Pub.72

内部被ばく線量換算係数

4N+3系列

4N+1系列

4N+2系列

 
H-3 1.2E+01 4.1E-11 4.5E-11 4.2E-11 -

Be-10 1.6E+06 1.9E-08 3.5E-08 1.1E-09 -
C-14 5.7E+03 5.8E-10 2.0E-09 5.8E-10 -
Cl-36 3.0E+05 5.1E-09 7.3E-09 9.3E-10 -
Ca-41 1.0E+05 1.9E-10 9.5E-11 1.9E-10 -
Mn-54 8.6E-01 1.2E-09 1.5E-09 7.1E-10 -
Fe-55 2.7E+00 9.2E-10 3.8E-10 3.3E-10 -
Fe-59 1.2E-01 3.2E-09 3.7E-09 1.8E-09 -
Co-58 1.9E-01 1.7E-09 1.6E-09 7.4E-10 -
Co-60 5.3E+00 1.7E-08 1.0E-08 3.4E-09 -
Ni-59 7.6E+04 2.2E-10 1.3E-10 6.3E-11 -
Ni-63 1.0E+02 5.2E-10 4.8E-10 1.5E-10 -
Se-79 3.0E+05 3.1E-09 1.1E-09 2.9E-09 -
Sr-90 2.9E+01 7.9E-08 3.8E-08 3.1E-08 Y-90
Zr-93 1.5E+06 2.9E-08 1.0E-08 1.1E-09 -

Nb-93m 1.4E+01 8.6E-10 5.1E-10 1.2E-10 -
Nb-94 2.0E+04 2.5E-08 1.1E-08 1.7E-09 -
Mo-93 4.0E+03 2.3E-09 1.1E-09 3.2E-09 Nb-93m
Tc-99 2.1E+05 3.2E-09 4.0E-09 6.4E-10 -

Ru-106 1.0E+00 3.5E-08 2.8E-08 7.0E-09 Rh-106
Pd-107 6.5E+06 2.9E-10 8.5E-11 3.7E-11 -

Ag-108m 4.2E+02 1.9E-08 7.4E-09 2.3E-09 Ag-108
Sn-121m 5.5E+01 3.5E-09 4.7E-09 5.6E-10 Sn-121
Sn-126 1.0E+05 1.8E-08 2.8E-08 5.1E-09 Sb-126m,Sb-126
Sb-125 2.8E+00 4.0E-09 5.8E-09 1.3E-09 Te-125m

Te-125m 1.6E-01 2.9E-09 3.4E-09 8.7E-10 -
I-129 1.6E+07 5.1E-08 3.6E-08 1.1E-07 -

Cs-134 2.1E+00 9.6E-09 6.6E-09 1.9E-08 -
Cs-135 2.3E+06 9.9E-10 6.9E-10 2.0E-09 -
Cs-137 3.0E+01 6.7E-09 4.6E-09 1.3E-08 Ba-137m
Ce-144 7.8E-01 2.9E-08 3.6E-08 5.2E-09 Pr-144m,Pr-144
Sm-151 9.0E+01 2.6E-09 4.0E-09 9.8E-11 -
Eu-152 1.4E+01 2.7E-08 4.2E-08 1.4E-09 -
Eu-154 8.6E+00 3.5E-08 5.3E-08 2.0E-09 -
Eu-155 4.8E+00 4.7E-09 6.9E-09 3.2E-10 -

Ho-166m 1.2E+03 7.8E-08 1.2E-07 2.0E-09 -
*1：本表の各核種に対する内部被ばく線量換算係数は、これらの子孫核種の影響を含めた値である。

*2：ICRP Pub.68　吸入は、建設作業者、農耕作業者の塵埃吸入経路の評価に用いる。

*3：ICRP Pub.72　吸入は、居住者の塵埃吸入経路の評価に用いる。

*4：ICRP Pub.72　経口は、全ての経口摂取経路の評価に用いる。

非系列
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 Table A2-5 外部被ばく線量換算係数 
外部被ばく線量換算係数

建設作業者、居住者、農耕作業者

Cm-244 9.9E-06 -
Pu-240 7.1E-06 -
U-236 1.3E-05 -
U-232 6.3E-05 -
Th-232 3.8E-05 -
Ra-228 2.7E-01 Ac-228,Fr-224
Th-228 4.5E-01 Ra-224,Rn-220,Po-216,Pb-212,Bi-212,Po-212,Tl-208
Cm-245 2.5E-02 -
Pu-241 1.4E-06 U-237
Am-241 3.5E-03 -
Np-237 5.8E-03 -
Pa-233 6.1E-02 -
U-233 8.5E-05 -
Th-229 2.4E-02 -
Ra-225 7.3E-04 -
Ac-225 6.8E-02 Fr-221,At-217,Rn-217,Bi-213,Po-213,Tl-209,Pb-209
Cm-246 1.1E-03 -

Am-242m 4.6E-03 Am-242,Np-238
Cm-242 7.1E-06 -
Pu-242 3.2E-05 -
Pu-238 6.6E-06 -
U-238 2.7E-04 -
Th-234 7.2E-03 Pa-234m,Pa-234
U-234 2.7E-05 -
Th-230 9.0E-05 -
Ra-226 5.0E-01 Rn-222,Po-218,At-218,Rn-218,Pb-214,Bi-214,Po-214,Tl-210
Pb-210 1.8E-04 Bi-210
Po-210 2.5E-06 Hg-206,Tl-206
Cm-243 3.8E-02 -
Am-243 6.2E-02 Np-239
Pu-239 1.5E-05 -
U-235 5.1E-02 Th-231
Pa-231 1.1E-02 -
Ac-227 2.1E-04 Fr-223,At-219
Th-227 3.1E-02 -
Ra-223 8.7E-02 Rn-219,Po-215,Pb-211,Bi-211,Po-211,Tl-207

JAEA-Data/Code 2008-003
(μSv/h per Bq/g-soil)(*2)

放射平衡を仮定した子孫核種(*1)

4N系列

4N+1系列

4N+2系列

4N+3系列

核種

 
H-3 0.0E+00 -

Be-10 0.0E+00 -
C-14 0.0E+00 -
Cl-36 4.6E-05 -
Ca-41 0.0E+00 -
Mn-54 2.5E-01 -
Fe-55 5.0E-11 -
Fe-59 3.5E-01 -
Co-58 2.9E-01 -
Co-60 7.3E-01 -
Ni-59 4.9E-06 -
Ni-63 0.0E+00 -
Se-79 0.0E+00 -
Sr-90 2.2E-09 Y-90
Zr-93 0.0E+00 -

Nb-93m 3.3E-06 -
Nb-94 4.7E-01 -
Mo-93 2.2E-05 Nb-93m
Tc-99 1.5E-07 -

Ru-106 6.1E-02 Rh-106
Pd-107 0.0E+00 -

Ag-108m 4.9E-01 Ag-108
Sn-121m 1.0E-04 Sn-121
Sn-126 6.0E-01 Sb-126,Sb-126m
Sb-125 1.3E-01 Te-125m

Te-125m 8.0E-04 -
I-129 7.2E-04 -

Cs-134 4.7E-01 -
Cs-135 0.0E+00 -
Cs-137 1.7E-01 Ba-137m
Ce-144 1.4E-02 Pr-144m, Pr-144
Sm-151 3.8E-08 -
Eu-152 3.3E-01 -
Eu-154 3.6E-01 -
Eu-155 1.4E-02 -

Ho-166m 5.2E-01 -
*1：本表の各核種に対する外部被ばく線量換算係数は、これらの子孫核種の影響を含めた値である。

*2：佐々木ら，“埋設処分における濃度上限値評価のための外部被ばく線量換算係数”，JAEA-Data/Code 2008-003 (2008)より設定。

        なお、外部被ばく換算係数が、1.0E-20(μSv/h per Bq/g-soil)以下の場合は0.0E+00としている。

非系列
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Table A2-6 処分場の放出係数、帯水層土壌の分配係数、農耕土壌の分配係数 

設定値根拠 設定値根拠 設定値根拠

H 5.0E+00（*1）IAEA-TECDOC-401 0.0E+00（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 0.0E+00（*1）IAEA-TECDOC-401
Be 3.0E-02（*1）同族元素のCaと同じとした。 5.0E+01（*1）同族元素のCaと同じとした。 3.0E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
C 1.0E-01（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+01（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 2.0E+00（*1）IAEA-TECDOC-401
Cl 1.0E-01（*1）同族元素のIと同じとした。 1.0E+01（*1）同族元素のIと同じとした。 2.7E+01（*1）同族元素のIと同じとした。

Ca 3.0E-02（*1）IAEA-TECDOC-401 5.0E+01（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 1.1E+02（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Mn 3.0E-02（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+02（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 4.9E+02 IAEA TRS No.364（有機土)
Fe 3.0E-02（*1）同族元素のCoと同じとした。 1.0E+02（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 4.9E+03 IAEA TRS No.364（有機土)
Co 3.0E-02（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+02（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 9.9E+02（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Ni 3.0E-02（*1）同族元素のCoと同じとした。 1.0E+02（*1）同族元素のCoと同じとした。 1.1E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Se 3.0E-02（*1）同族元素のS（IAEA-TECDOC-

401）と同じとした
1.0E+02（*1）IAEA TRS No.364(砂)をまるめた。 1.8E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)

Sr 3.0E-02（*1）IAEA-TECDOC-401 5.0E+01（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 1.5E+02（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Zr 3.0E-04（*1）NRPB-R161 1.0E+02（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 7.3E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Nb 3.0E-02（*1）Coと同じとした。 1.0E+02（*1）Zrと同じとした。 2.0E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Mo 3.0E-02（*1）Mnと同じとした。 1.0E+02（*1）Mnと同じとした。 2.7E+01（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Tc 1.0E-01（*1）NRPB-R161 1.0E+01（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 1.5E+00（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Ru 3.0E-02（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+02（*1）同族元素のCoと同じとした。 6.6E+04 IAEA TRS No.364（有機土)
Pd 3.0E-04 NRPB-R161 1.0E+02 同族元素のCoと同じとした。 6.7E+02 IAEA TRS No.364（有機土)
Ag 3.0E-04（*1）NRPB-R161 1.0E+02（*1）同じ遷移元素のCoと同じとした。 1.5E+04（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Sn 3.0E-02（*1）Coと同じとした。 1.0E+02（*1）IAEA TRS No.364(砂)をまるめた。 1.6E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Sb 3.0E-04（*1）NRPB-R161 1.0E+01（*1）同族元素のPと同じとした。 5.4E+02 IAEA TRS No.364（有機土)
Te 3.0E-04（*1）NRPB-R161 1.0E+01（*1）同族元素のSと同じとした。 3.0E+02 ORNL-5786
I 1.0E-01（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+01（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 2.7E+01（*1）IAEA TRS No.364（有機土)

Cs 1.0E-02（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+03（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 2.7E+02（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Ce 3.0E-04（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+02（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 3.0E+03 IAEA TRS No.364（有機土)
Sm 3.0E-02（*1）Coと同じとした。 1.0E+02（*1）同じランタノイドのPmと同じとした。 3.0E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Eu 3.0E-04（*1）NRPB-R161 1.0E+02（*1）同じランタノイドのPmと同じとした。 6.5E+02 ORNL-5786
Ho 3.0E-02（*1）Coと同じとした。 1.0E+02（*1）同じランタノイドのPmと同じとした。 3.0E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Pb 3.0E-04 NRPB-R161 1.0E+02 同族元素のSnと同じとした。 2.2E+04 IAEA TRS No.364（有機土)
Po 3.0E-04 NRPB-R161 1.0E+01 同族元素のS（加藤他）と同じとした。 6.6E+03 IAEA TRS No.364（有機土)
Ra 3.0E-04 NRPB-R161 5.0E+01 同族元素のSrと同じとした。 2.4E+03 IAEA TRS No.364（有機土)
Ac 3.0E-04 NRPB-R161 1.0E+03 同じアクチノイドのAmと同じとした。 5.4E+03 IAEA TRS No.364（有機土)
Th 3.0E-04 NRPB-R161 1.0E+03 加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 8.9E+04 IAEA TRS No.364（有機土)
Pa 3.0E-04 NRPB-R161 1.0E+02 同じアクチノイドのNpと同じとした。 6.6E+03 IAEA TRS No.364（有機土)
U 3.0E-04（*1）NRPB-R161 1.0E+02（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 4.0E+02（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Np 3.0E-04（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+02（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 1.2E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Pu 3.0E-04（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+03（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 1.8E+03（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Am 3.0E-04（*1）IAEA-TECDOC-401 1.0E+03（*1）加藤他、原子力学会誌Vol.28 No.4 1.1E+05（*1）IAEA TRS No.364（有機土)
Cm 3.0E-04（*1）NRPB-R161 1.0E+03（*1）同じアクチノイドのAmと同じとした。 1.2E+04（*1）IAEA TRS No.364（有機土)

・以下に示す文献に基づき設定した。 ・以下に示す文献に基づき設定した。

①　IAEA-TECDOC-401 ①　IAEA TRS No.364
②　NRPB- R161 ①　加藤他、原子力学会誌Voll.28 No.4 ②　IAEA-TECDOC-401

③　ORNL-5786

設定値

・以下に示す文献に基づき設定した。

設定値

・①にない元素については、元素の類似性を考慮して
設定した。

*1：政令評価において対象元素となっている元素については同一の値を設定する。

処分場の放出係数、帯水層土壌の分配係数、農耕土壌の分配係数

設定値

選
定
手
順
（

根
拠
）

・①及び②にない元素については、元素の
類似性を考慮して設定した。

放出係数(-)
元素

・Clについては、同族元素のIと同じ値に
設定した。

農耕土壌の分配係数（ml/g）帯水層土壌の分配係数（ml/g）

備考 1：放出係数及び帯水層土壌の分配係数は、全シナリオにおいて使用している値 
備考 2：農耕土壌の分配係数は、河川水利用経路の灌漑水利用及び河川岸利用に関する経路（河川岸建設、河川岸居

住、河川岸農耕）の評価で使用している値 
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Table A2-7 土壌から農作物（米及び葉菜、非葉菜、果実並びに飼料）への移行係数

設定値 設定値根拠 設定値 設定値根拠 設定値 設定値根拠

H 5.0E+00 IAEA-TECDOC-1380 5.0E+00 IAEA-TECDOC-1380 5.0E+00 IAEA-TECDOC-401
Be 2.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-03 （*2）IAEA-TECDOC-1380 2.0E-02 NCRP-129

C 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 2.8E+00 農作物wetの5倍

Cl 5.0E+00 NUREG/CR-3585 5.0E+00 NUREG/CR-3585 7.0E+01 ORNL-5786
Ca 5.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 3.5E+00 ORNL-5786
Mn 5.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 9.8E+00 IAEA-TRS-No.364(ｱﾙﾌｧﾙﾌｧ)
Fe 4.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-04 （*1）IAEA-TECDOC-1380 4.0E-03 IAEA-TRS-No.364
Co 3.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.1E+00 IAEA-TRS-No.364(ｱﾙﾌｧﾙﾌｧ)

Ni 5.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 5.1E-01 IAEA-TRS-No.364(ｸﾛｰﾊﾞ)
Se 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1000 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1000 1.0E+00 IAEA-TECDOC-1000
Sr 8.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 3.0E+00 （*2）IAEA-TECDOC-1380 1.7E+00 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Zr 5.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-02 IAEA-SS-No.57
Nb 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-02 IAEA-TRS-No.364（油菜）

Mo 2.0E-01 IAEA-TECDOC-1000 2.0E-01 IAEA-TECDOC-1000 1.0E+00 IAEA-TECDOC-1000
Tc 1.0E+01 IAEA-TECDOC-1380 1.0E+01 IAEA-TECDOC-1380 7.6E+01 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Ru 4.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 （*1）IAEA-TECDOC-1380 9.0E-02 IAEA-SS-No.57
Pd 1.5E-01 ORNL-5786 1.5E-01 ORNL-5786 1.5E-01 ORNL-5786
Ag 2.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 1.0E+00 IAEA-SS-No.57
Sn 2.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 1.0E+00 NCRP-129

Sb 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 IAEA-SS-No.57
Te 1.0E+00 IAEA-TECDOC-1380 1.0E+00 IAEA-TECDOC-1380 2.0E+00 IAEA-SS-No.57
I 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1380 3.4E-03 IAEA-TRS-No.364(牧草)

Cs 2.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 5.3E-01 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Ce 3.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 IAEA-SS-No.57
Sm 2.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 IAEA-SS-No.57

Eu 3.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 IAEA-SS-No.57
Ho 2.6E-03 UCRL 50163 Part IV 2.6E-03 UCRL 50163 Part IV 5.0E-02 NCRP-129
Pb 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.1E-03 IAEA-TRS-No.364(飼料)
Po 2.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 9.0E-02 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Ra 4.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 8.0E-02 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Ac 1.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-03 IAEA-SS-No.57

Th 5.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 1.1E-02 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Pa 4.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-01 IAEA-SS-No.57
U 1.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 2.3E-02 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Np 3.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 （*2）IAEA-TECDOC-1380 6.9E-02 IAEA-TRS-No.364(牧草)
Pu 3.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-03 （*1）IAEA-TECDOC-1380 8.0E-04 IAEA-TRS-No.364(ｸﾛｰﾊﾞ,ｱﾙﾌｧﾙﾌｧ)
Am 1.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 1.2E-03 IAEA-TRS-No.364(牧草)

Cm 1.8E-05 IAEA TRS No.364（シリアル） 2.2E-04 IAEA TRS No.364（根菜） 1.1E-03 IAEA-TRS-No.364(牧草)

土壌から農作物への移行係数

米（(Bq/g-wet)／(Bq/g-dry)） 飼料(Bq/g-dry)/(Bq/g-dry)）元素 葉菜、非葉菜、果実（(Bq/g-wet)/(Bq/g-dry)）

・以下に示す文献に基づき設定した。

①　IAEA-TECDOC-1380 ①　IAEA-TECDOC-1380 ①　IAEA TRS No.364
②　IAEA-TRS-No.364 ②　IAEA-TRS-No.364 ②　IAEA-SS-No.57
③　IAEA-SS-No.57 ③　IAEA-SS-No.57 ③　IAEA-TECDOC-401
④　IAEA-TECDOC-401 ④　IAEA-TECDOC-401 ④　NUREG/CR-3585
⑤  IAEA-TECDOC-1000 ⑤  IAEA-TECDOC-1000 ⑤  IAEA-TECDOC-1000

⑥　ORNL-5786
⑦　NCRP-129

・Cについては、IAEA-TECDOC-401に値が示

されているが、NUREG/CR-3585の推奨する値

を基に、水分含有率を80%として計算。

設
定
手
順
（
根
拠
）

・以下に示す文献に基づき設定した。・以下に示す文献に基づき設定した。

・上記文献に値が示されていないことから、Cl は、

NUREG/CR-3585より、HoはUCRL　50163 Part IVよ

り、PdはORNL-5786より設定した。

*1：Root Vegetables
*2：Green Vegetables

・上記文献に値が示されていないことから、
Cl は、NUREG/CR-3585より、HoはUCRL
50163 Part IVより、PdはORNL-5786より設定
した。

 
備考 1：米、葉菜、非葉菜、果実への移行係数は、河川水利用経路の灌漑水利用農作物摂取と河川岸利用経路の農作

物摂取において使用している値 

備考 2：飼料への移行係数は、河川岸利用経路の畜産物摂取において使用している値 
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Table A2-8 飼料・飼育水から畜産物への移行係数（1/2）  

設定値 設定値根拠 設定値 設定値根拠 設定値 設定値根拠
H 1.5E-02 IAEA-TECDOC-1380 2.9E-02 IAEA-TECDOC-1380 2.9E-02 牛肉と同じとした。
Be 2.6E-06 IAEA-TECDOC-1380 6.6E-04 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 PNL-3209
C 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.2E-01 IAEA-TECDOC-1380 1.2E-01 牛肉と同じとした。
Cl 1.7E-02 NUREG/CR-3585 8.0E-02 NUREG/CR-3585 8.0E-02 牛肉と同じとした。
Ca 3.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 3.3E-03 PNL-3209
Mn 3.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 3.6E-03 NUREG/CR-2976
Fe 3.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 2.6E-02 NUREG/CR-2976
Co 3.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 1.7E-01 NUREG/CR-2976
Ni 1.6E-02 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-03 PNL-3209
Se 1.0E-03 IAEA-TECDOC-1000 1.0E-01 IAEA-TECDOC-1000 3.2E-01 IAEA-TRS-No.364
Sr 2.8E-03 IAEA-TECDOC-1380 8.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 3.9E-02 NUREG/CR-2976
Zr 5.5E-07 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-06 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-03 PNL-3209
Nb 4.1E-07 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-07 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-03 PNL-3209
Mo 1.7E-03 IAEA-TRS-No.364 6.8E-03 NUREG/CR-3585 2.0E-02 PNL-3209
Tc 2.3E-05 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 9.9E-04 PNL-3209
Ru 3.3E-06 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 6.6E-01 IAEA-TRS-No.364
Pd 5.0E-03 PNL-3209 1.0E-03 PNL-3209 5.0E-03 PNL-3209
Ag 5.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 9.9E-04 PNL-3209
Sn 1.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 1.9E-03 IAEA-TECDOC-1380 9.9E-04 PNL-3209
Sb 2.5E-05 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 7.0E-03 PNL-3209
Te 4.5E-04 IAEA-TECDOC-1380 7.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 PNL-3209
I 1.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 3.3E-03 NUREG/CR-2976

Cs 7.9E-03 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-02 IAEA-TECDOC-1380 2.5E-01 PNL-3209
Ce 3.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 2.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-04 IAEA-TRS-No.364
Sm 2.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 5.1E-04 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-03 PNL-3209
Eu 5.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 4.7E-04 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-03 PNL-3209
Ho 2.5E-06 PNL 3209 5.0E-03 PNL-3209 5.0E-03 PNL-3209
Pb 3.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 3.1E-02 DOE/RW/88.083
Po 3.4E-04 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 3.1E-02 Pbと同一に設定
Ra 1.3E-03 IAEA-TECDOC-1380 9.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 3.5E-02 DOE/RW/88.083
Ac 4.0E-07 IAEA-TECDOC-1380 1.6E-04 IAEA-TECDOC-1380 1.7E-04 DOE/RW/88.083
Th 5.0E-06 IAEA-TECDOC-1380 2.7E-03 IAEA-TECDOC-1380 4.6E-03 DOE/RW/88.083
Pa 5.0E-06 IAEA-TECDOC-1380 5.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 1.1E-04 DOE/RW/88.083
U 4.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 3.0E-04 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-02 NUREG/CR-2976

Np 5.0E-06 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-03 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 PNL-3209
Pu 1.1E-06 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 PNL-3209
Am 1.5E-06 IAEA-TECDOC-1380 4.0E-05 IAEA-TECDOC-1380 1.0E-02 PNL-3209
Cm 2.0E-05 IAEA-SS-No.57 2.0E-05 IAEA-SS-No.57 1.0E-02 PNL-3209

①　IAEA-TECDOC-1380 ①　IAEA-TECDOC-1380 ①　IAEA-SS-No.57
②　IAEA-SS-No.57 ②　IAEA-SS-No.57 ②　IAEA-TECDOC-401
③　IAEA-TECDOC-401 ③　IAEA-TECDOC-401 ③　NUREG/CR-3585
④　NUREG/CR-3585 ④　NUREG/CR-3585 ④　NUREG/CR-2976
⑤　NUREG/CR-2976 ⑤　NUREG/CR-2976 ⑤　PNL-3209（NUREG/CR-3160）
⑥　PNL-3209（NUREG/CR-3160） ⑥　PNL-3209（NUREG/CR-3160） ⑥　IAEA-TRS-No.364
⑦　IAEA-TRS-No.364 ⑦　IAEA-TRS-No.364
⑧　IAEA-TECDOC-1000 ⑧　IAEA-TECDOC-1000
⑨  ORNL-5786 ⑨  ORNL-5786

・以下に示す文献に基づき設定し
た。

・以下に示す文献に基づき設定し
た。

・以下に示す文献に基づき設定し
た。

飼料・飼育水から畜産物への移行係数（1/2）
牛肉（d/kg）

設
定
手
順
（

根
拠
）

・Pb､Po､Ra､Ac､Th､Paについて

は、PNL-3209に値が示されている

が、DOE/RW/88.083の推奨する値
を設定した。

牛乳（d/L）
元素

豚肉（d/kg）

 
備考：河川水利用経路の灌漑水利用畜産物摂取と河川岸利用経路の畜産物摂取において使用している値 
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Table A2-8 飼料・飼育水から畜産物への移行係数（2/2） 

設定値 設定値根拠 設定値 設定値根拠
H 2.9E-02 牛肉と同じとした。 2.9E-02 牛肉（鶏肉）と同じとした。
Be 4.0E-01 PNL-3209 2.0E-02 PNL-3209
C 1.2E-01 牛肉と同じとした。 1.2E-01 牛肉（鶏肉）と同じとした。
Cl 8.0E-02 牛肉と同じとした。 8.0E-02 牛肉（鶏肉）と同じとした。
Ca 3.3E-03 PNL-3209 4.4E-01 NUREG/CR-2976
Mn 5.1E-02 NUREG/CR-2976 6.5E-02 NUREG/CR-2976
Fe 1.5E+00 NUREG/CR-2976 1.3E+00 NUREG/CR-2976
Co 1.0E-03 PNL-3209 1.0E-01 PNL-3209
Ni 1.0E-03 PNL-3209 1.0E-01 PNL-3209
Se 9.0E+00 IAEA-TRS-No.364 9.0E+00 IAEA-TRS-No.364
Sr 3.5E-02 NUREG/CR-2976 2.2E-01 IAEA-SM-237/54
Zr 1.0E-04 PNL-3209 1.2E-03 PNL-3209
Nb 2.0E-03 NUREG/CR-2976 3.0E-03 NUREG/CR-2976
Mo 5.0E-02 NUREG/CR-2976 5.0E-01 NUREG/CR-2976
Tc 6.3E-02 NUREG/CR-2976 1.9E+00 NUREG/CR-2976
Ru 8.0E+00 IAEA-TRS-No.364 5.0E-03 IAEA-TRS-No.364
Pd 3.0E-04 PNL-3209 4.0E-03 PNL-3209
Ag 9.9E-04 PNL-3209 9.9E-04 PNL-3209
Sn 9.9E-04 PNL-3209 9.9E-04 PNL-3209
Sb 6.0E-03 PNL-3209 7.0E-02 PNL-3209
Te 6.0E-01 IAEA-TRS-No.364 5.0E+00 IAEA-TRS-No.364
I 4.0E-03 PNL-3209 2.8E+00 NUREG/CR-2976

Cs 4.4E+00 NUREG/CR-2976 4.9E-01 NUREG/CR-2976
Ce 4.0E-03 IAEA-TRS-No.364 9.0E-05 IAEA-TRS-No.364
Sm 4.0E-03 PNL-3209 7.0E-03 PNL-3209
Eu 4.0E-03 PNL-3209 7.0E-03 PNL-3209
Ho 4.0E-03 PNL-3209 7.0E-03 PNL-3209
Pb 1.2E+00 DOE/RW/88.083 1.2E+00 DOE/RW/88.083
Po 1.2E+00 Pbと同一に設定 1.2E+00 Pbと同一に設定
Ra 4.8E-01 DOE/RW/88.083 2.5E-01 DOE/RW/88.083
Ac 6.6E-03 DOE/RW/88.083 1.6E-02 DOE/RW/88.083
Th 1.8E-01 DOE/RW/88.083 1.8E-01 DOE/RW/88.083
Pa 4.1E-03 DOE/RW/88.083 4.1E-03 DOE/RW/88.083
U 1.2E+00 NUREG/CR-2976 9.9E-01 NUREG/CR-2976

Np 4.0E-03 PNL-3209 2.0E-03 PNL-3209
Pu 1.6E-04 NUREG/CR-2976 7.6E-03 NUREG/CR-2976
Am 1.8E-04 NUREG/CR-2976 8.5E-03 NUREG/CR-2976
Cm 4.0E-03 PNL-3209 2.0E-03 PNL-3209

①　IAEA-SS-No.57 ①　NUREG/CR-2976
②　IAEA-TECDOC-401 ②　PNL-3209（NUREG/CR-3160）
③　NUREG/CR-3585 ③　IAEA-SM-237/54
④　NUREG/CR-2976 ④　IAEA-TRS-No.364
⑤　PNL-3209（NUREG/CR-3160）
⑥　IAEA-TRS-No.364
・Pb､Po､Ra､Ac､Th､Paについては、PNL-3209
に値が示されているが、DOE/RW/88.083の推
奨する値を設定した。

・以下に示す文献に基づき設定した。

飼料・飼育水から畜産物への移行係数（2/2）
鶏卵（d/kg）

設
定
手
順
（

根
拠
）

・以下に示す文献に基づき設定した。

鶏肉（d/kg）
元素

・Pb､Po､Ra､Ac､Th､Paについては、PNL-3209
に値が示されているが、DOE/RW/88.083の推
奨する値を設定した。

 
備考：河川水利用経路の灌漑水利用畜産物摂取と河川岸利用経路の畜産物摂取において使用している値 
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Table A2-9 河川産物への濃縮係数 

設定値 設定値根拠
H 1.0E+00 IAEA-TECDOC-1380
Be 1.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
C 5.0E+04 IAEA-TECDOC-1380
Cl 5.0E+01 NUREG/CR-3585
Ca 2.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Mn 4.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Fe 2.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Co 3.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Ni 1.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Se 2.0E+02 IAEA-TECDOC-1000
Sr 6.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Zr 3.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Nb 3.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Mo 1.0E+01 NUREG/CR-3585
Tc 2.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Ru 1.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Pd 1.0E+01 UCRL-50564 Rev.1
Ag 5.0E+00 IAEA-TECDOC-1380
Sn 3.0E+03 IAEA-TECDOC-1380
Sb 1.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Te 4.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
I 4.0E+01 IAEA-TECDOC-1380

Cs 2.0E+03 IAEA-TECDOC-1380
Ce 3.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Sm 3.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Eu 5.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Ho 2.5E+01 UCRL 50564 Rev.1
Pb 3.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Po 5.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Ra 5.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Ac 3.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Th 1.0E+02 IAEA-TECDOC-1380
Pa 1.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
U 1.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Np 3.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Pu 3.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Am 3.0E+01 IAEA-TECDOC-1380
Cm 3.0E+01 IAEA-TRS-No.364

①　IAEA-TECDOC-1380
①　IAEA-SS-No.57
②　IAEA-TECDOC-401
③　NUREG/CR-3585
④　UCRL 50564 Rev.1
⑤  IAEA-TRS-No.364
⑥  IAEA-TECDOC-1000

河川産物への濃縮係数

・以下に示す文献に基づき設定した。設
定
手
順
（

根
拠
）

魚類（L/kg）
元素

 
         備考：河川水利用経路の水産物摂取において使用している値 
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Appendix-Ⅲ 
 

余裕深度処分におけるラドンガス吸入経路の線量影響 
 
ウラン廃棄物のうち U-234 及び U-238 に関しては、本研究において算出した基準線量相当濃

度（本文の Table3-5 の算出結果）で余裕深度処分した場合を想定し、ウラン廃棄物に特有なラ

ドンガス吸入による内部被ばくの線量影響の程度を把握することを目的とした解析を実施した。

本解析では、「河川水利用（農耕作業）」、「河川岸建設作業」、「河川岸居住」、「河川岸農耕作業」

の 4 つの評価経路において、それぞれラドン吸入被ばく経路を想定した。「河川岸居住」におい

て、屋内での居住者のラドンガス吸入被ばく経路を設定し、それ以外の 3 経路では、農耕作業

あるいは建設作業に伴う屋外でのラドンガス吸入被ばく経路を設定した。また、廃棄物中の

U-234 及び U-238 の初期濃度は、Table3-5 に示した基準線量相当濃度の算出結果より、U-234：
8.9E+9 Bq/ton、U-238：7.0E+8 Bq/ton に設定した。なお、設定した評価パラメータについては、

Appendix-Ⅱの Table A2-3 に示した。 
Fig.3A-1 に計算した上記 4 つのラドンガス吸入経路の経時変化を示す。「河川岸居住」におけ

る居住者のラドンガス吸入被ばくの線量が最も高く、その最大線量は U-234 に対して 4.9μSv/y、
U-238 に対しては 3.9μSv/y となった。よって、ラドンガス吸入による線量は、決定経路である

重畳された河川水利用経路の最大線量（10μSv/y=基準線量）を越えず、余裕深度処分の地下水

移行のシナリオにおいて、ラドンガス吸入被ばくの影響は顕著では無いと言える。 
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           （a）U-234                                   （b）U-238 
 

（注）廃棄体中の初期濃度を基準線量相当濃度に設定した場合の被ばく線量経時変化である 
 

Fig.A3-1 余裕深度処分におけるラドンガス吸入経路の線量の経時変化 
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